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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 主要な連結経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高に消費税等は含まれておりません。 

２ 第31期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、調整計算の結果、１株当たり当期純利益が

希薄化しないため記載しておりません。 

３ 平成14年２月18日付をもって、株式１株を1.2株に株式分割しております。なお、第30期の１株当たり当期

純利益は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高 (千円) 11,722,795 12,438,366 13,446,139 14,036,267 15,453,202

経常利益 (千円) 1,326,908 526,264 196,382 344,914 838,094

当期純利益 (千円) 674,935 242,137 104,377 185,603 417,501

純資産額 (千円) 5,926,495 6,090,249 6,060,389 6,188,227 6,826,848

総資産額 (千円) 12,214,414 13,417,655 11,989,780 12,830,864 14,282,123

１株当たり純資産額 (円) 1,016.20 870.54 866.36 884.78 962.92

１株当たり当期純利益 (円) 115.57 34.61 14.92 26.54 59.37

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 26.46 59.23

自己資本比率 (％) 48.5 45.4 50.5 48.2 47.8

自己資本利益率 (％) 12.1 4.0 1.7 3.0 6.4

株価収益率 (倍) 13.8 14.7 40.4 27.8 19.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 1,029,597 485,651 1,276,971 1,040,319 1,411,883

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △831,381 △1,275,924 67,709 △1,038,118 △2,330,070

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 268,039 1,519,584 △1,582,034 66,382 283,690

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 1,004,150 1,729,899 1,486,422 1,550,459 1,020,516

従業員数
〔ほか、平均臨時
雇用者数〕

(名)
199

〔1,232〕

235

〔1,241〕

261

〔1,389〕

324

〔1,524〕

364

〔1,577〕



(2) 提出会社の主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高に消費税等は含まれておりません。 

２ 第31期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、調整計算の結果、１株当たり当期純利益が

希薄化しないため記載しておりません。 

３ 平成14年２月18日付をもって、株式１株を1.2株に株式分割しております。なお、第30期の１株当たり当期

純利益は、期首に分割が行われたものとして計算しており、１株当たり配当額は分割後の株式数により計算

しております。 

  

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高 (千円) 11,030,850 11,800,350 12,900,137 13,466,452 14,736,369

経常利益 (千円) 1,345,798 533,874 211,939 350,504 809,722

当期純利益 (千円) 689,356 249,294 118,948 184,999 412,376

資本金 (千円) 1,205,000 1,205,000 1,205,000 1,205,000 1,217,377

発行済株式総数 (株) 5,880,000 7,056,000 7,056,000 7,056,000 7,096,400

純資産額 (千円) 5,908,660 6,125,226 6,216,087 6,367,261 6,810,093

総資産額 (千円) 12,149,593 13,409,699 12,108,111 12,974,290 13,780,091

１株当たり純資産額 (円) 1,013.14 875.54 888.62 910.38 960.55

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

5.00

(―)

5.00

(―)

5.00

(―)

5.00

(―)

5.00

(─)

１株当たり当期純利益 (円) 118.03 35.63 17.00 26.45 58.64

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 26.38 58.50

自己資本比率 (％) 48.6 45.7 51.3 49.1 49.4

自己資本利益率 (％) 12.3 4.1 1.9 2.9 6.3

株価収益率 (倍) 13.6 14.3 17.4 27.9 19.8

配当性向 (％) 4.2 14.0 29.4 18.9 8.6

従業員数
〔ほか、平均臨時
雇用者数〕

(名)
188

〔1,141〕

219

〔1,178〕

245

〔1,331〕

305

〔1,464〕

341

〔1,514〕



２ 【沿革】 

当社は、現代表執行役社長 長谷川耕造により、昭和48年10月東京都新宿区において、喫茶店及びレス

トラン経営などを目的に、出資金500万円で有限会社長谷川実業として設立され、同年12月北欧館（喫茶

店）を高田馬場に開業いたしました。 

その後、事業規模の拡大、経営内容を充実するため、昭和60年２月東京都港区において、有限会社長谷

川実業から長谷川実業株式会社に組織変更し、東京都内を中心にレストランを展開いたしました。また、

平成９年１月長谷川実業株式会社から株式会社グローバルダイニングに商号変更いたしました。 

  

 
  

年月 沿革

昭和48年10月 東京都新宿区において有限会社長谷川実業を設立

    12月 北欧館（喫茶店）を開業

  53年３月 原宿ゼスト出店

  55年11月 原宿ラ・ボエム出店

  59年９月 本社を港区西麻布に移転

  60年２月 長谷川実業株式会社に組織変更

平成元年９月 ゼスト キャンティーナ（メキシコアメリカ料理）を世田谷区に出店

    11月 カフェ ラ・ボエム（イタリア料理）を世田谷区に出店

  ２年７月 米国でレストラン経営を行うため子会社グローバル インベストメント コンセプト，インク．

(GLOBAL INVESTMENT CONCEPT, INC.)をカリフォルニア州に設立(現・連結子会社)

  ３年11月 カフェ ラ・ボエム ロスアンジェルス（国際折衷料理）を米国カリフォルニア州に出店

  ４年10月 タブローズ(国際折衷料理)を渋谷区代官山に出店

  ５年８月 モンスーンカフェ(アジア料理)を港区西麻布に出店

  ７年８月 モンスーンカフェを渋谷区代官山に出店

  ８年10月 本社を港区南青山に移転

    11月 モンスーンカフェ サンタモニカ（アジア料理）を米国カリフォルニア州に出店

  ９年１月 商号を株式会社グローバルダイニングに変更

  10年１月 株式の額面を変更するためオーエムスリー株式会社(形式上の存続会社)と合併

    ９月 ステラート(国際折衷料理)とカフェ ラ・ボエムを港区白金台に出店

    10月 米国の子会社の商号をグローバルダイニング，インク．オブ カリフォルニア(GLOBAL-

DINING,INC.OF CALIFORNIA)に変更

  11年12月 東京証券取引所市場第二部上場

  12年４月 グリエンパサージュ［ラ・ボエム、ゼスト、モンスーンカフェ、権八(和食)の複合店］を港区台

場（アクアシティお台場メディアージュ施設内）に出店

  13年９月 権八を港区西麻布に出店

  14年６月 デカダンス ドュ ショコラ(チョコレートショップ)を渋谷区代官山に出店

    ８月 ダンシングモンキー(ハーフセルフダイニング)を港区南青山に出店

    12月 レガート（国際折衷料理）、権八を渋谷区に出店

  15年４月 G-Zone銀座［ラ・ボエム、ゼスト、モンスーンカフェ、権八の複合店］を中央区銀座に出店

  16年12月 フードコロシアム（フードコート）を沖縄県那覇市（DFSギャラリア沖縄施設内）に出店

  17年11月 ラ・ボエム クアリタ（イタリア料理）を渋谷区に出店

    12月 ラ・ボエム クアリタと権八を福岡県福岡市中央区天神に出店



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び子会社１社により構成されており、レストラン経営を主とする飲食事業を営

んでおります。 

当社グループの事業内容及び当該事業における位置付けは、次のとおりであります。 

(当社)株式会社グローバルダイニング 

都内を中心にイタリア料理、メキシコアメリカ料理、アジア料理、国際折衷料理、和食の飲食店など、

計57店舗の経営を行っております。 

(子会社)グローバルダイニング，インク．オブ カリフォルニア 

米国内においてレストランチェーンを展開するためカリフォルニア州に設立され、現在ロスアンジェル

ス(ウエストハリウッド、サンタモニカ)において２店舗の経営を行っております。 

  

事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

 

  

なお、当社グループは、レストラン経営を主とする飲食事業という単一のセグメントに属するため、事

業の種類別セグメントに係る記載は該当がありません。本報告書においては、事業の種類別セグメントに

代えて営業形態など、適宜区分して記載しております。 

  

４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 特定子会社に該当しております。 

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３ 平成17年２月に取締役会の決議により631,330千円（US$6,000,000)の増資を行っております。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金 
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有
割合(％)

(連結子会社)

グローバルダイニング， 
インク.オブ カリフォルニア

米国
カリフォルニア州

1,662,730
(US$
14,800,000)

飲食事業 100.0 ―
役員の兼任 １名
資金の貸付



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

当社グループは事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと

次のとおりであります。 

平成17年12月31日現在 

 
（注）１ 従業員は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に平成17年12月における平均雇用人員(８時間×20日を

１名として換算)を外数で記載しております。 

 ２ 従業員数が当連結会計年度末において40名増加しておりますが、主として店舗数の増加に伴う中途採用に

よるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年12月31日現在 

 
（注）１ 従業員は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に平成17年12月における平均雇用人員(８時間×20日を

１名として換算)を外数で記載しております。 

 ２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

 ３ 従業員数が当事業年度末において36名増加しておりますが、主として店舗数の増加に伴う中途採用による

ものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

事業部門の名称 従業員数(名)

飲食事業 321〔1,566〕

本社 43〔  11〕

合計 364〔1,577〕

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

341〔1,514〕 29.0 2.3 5,336,451



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の向上による設備投資の増加や雇用環境の改善が見

られ、緩やかな回復基調となりましたが、年金問題や増税などの先行きの不安感から個人消費は回復の

勢いに欠ける状況が続いております。 

 外食産業におきましては市場規模の横ばいが続く中、同業他社との競争のみならず、コンビニエンス

ストアの弁当などの中食市場との競合が続き、各社とも既存店売上が低迷する状況が続いております。

こうした中、当社グループにおきましては、マネジメントチームのレベルアップやスリム化などの組

織力の強化を行ってまいりました。また、「企業理念」の認識を徹底し、スタッフ一人ひとりの志気を

上げ、売上及び利益の向上に努めてまいりました。更に「健康、安全志向と感激頂ける味覚」を追求

し、メニューの改善や新メニューの開発など積極的に実施するとともに、お客様の多様化するニーズに

対応した食材、サーヴィス、雰囲気づくりなどの改善を行い、差別化を進めて競争力の強化を図ってま

いりました。 

設備投資では、将来への成長の礎として新業態の開発に取り組むとともに、不採算店舗の収益性向上

にも積極的に取り組んでまいりました。まずその１つとして、イタリアンレストラン「カフェ ラ・ボ

エム」のコンセプトを基に、ヘルシーで手作り感のある料理を提供する「ラ・ボエム クアリタ」を

１１月に渋谷区宇田川町に出店いたしました。１２月には沖縄に続く地方出店といたしまして「ラ・ボ

エム クアリタ」と「権八」を福岡市中央区天神に出店いたしました。一方で業績が低迷していた２店

舗を閉鎖いたしております。この結果、当連結会計年度末の総店舗数は５９店舗と前連結会計年度末か

ら１店舗の増加となりました。 

以上の結果、前年に出店した大型店や「権八」の売上増などの寄与により当連結会計年度の売

上高は１５４億５３百万円（前年同期比１０．１％増）となりました。売上高をコンセプト（営

業形態）別にみると「ラ・ボエム」は４２億９２百万円（同３．３％増）、「ゼスト」は１６億

６２百万円（同１．１％減）、「モンスーンカフェ」は３７億８６百万円（同２．０％増）、

「権八」は３１億７６百万円（同１１．１％増）、「ディナーレストラン」は１３億１９百万円

（同２．２％増）、「パスタジオ」は２億３９百万円（同１０２．９％増）、「フードコロシア

ム」は７億１７百万円、「その他」は２億５７百万円（同３６．４％増）となりました。利益に

つきましては、既存店売上高は前年同期比０．６％減と依然厳しい状況ではございますが、既存店売上

高の落ち込みが前年同期と比べ縮小したことや全社的にコスト低減に努めた結果、営業利益５億９７百

万円（同４６．６％増）、経常利益は為替差益２億５７百万円を営業外収益に計上したことを主因に８

億３８百万円（同１４３．０％増）、当期純利益は４億１７百万円（同１２４．９％増）となりまし

た。  

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 日本 

国内の売上高は１４７億３６百万円（同９．４％増）、営業利益は６億１０百万円

（同５３．７％増）となりました。 

② 米国 

米国は「モンスーンカフェ」の売上増などの寄与により売上高は７億１６百万円（同２５．８％

増）、営業利益は新規出店準備に伴う人件費などの増加により△１３百万円（前年同期は営業利益

９百万円）となりました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度において、フリー・キャッシュ・フロー（営業キャッシュ・フローと投資キャッシ

ュ・フローの合計額）は、売上高の増加により営業収入が増加したものの、新規に出店いたしました店

舗及び次期に出店を予定している店舗への設備投資や子会社の土地及び建物の取得による支出が増加し

たことなどにより、前連結会計年度末と比べ９億２０百万円減少し、マイナス９億１８百万円となりま

した。 

この結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計

年度末と比べ５億２９百万円減少し、当連結会計年度末には１０億２０百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は１４億１１百万円（前年同期比３５．７％増）となりました。これは

主に税金等調整前当期純利益の増加などによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は２３億３０百万円（同１２４．５％増）となりました。これは主に有

形固定資産の取得による支出の増加などによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は２億８３百万円（同３２７．４％増）となりました。これは主に、社

債の償還による支出がなくなったことなどによるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績と受注状況 

当社グループは、店舗に来店した顧客の注文に基づき飲食物を提供する飲食事業を営んでいるため、

生産実績と受注状況は記載しておりません。 

  

(2) 販売実績 

① 営業形態別販売実績 
  

 
(注) １ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２ その他に含まれるウェディング部門及びデザート製造部門は店舗数に数えておりません。 

３ 上記店舗数は、連結会計年度末現在の店舗数であります。 

  

② 所在地別販売実績 
  

 
(注) １ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 東京都に含まれるウェディング部門及びデザート製造部門は店舗数に数えておりません。 

３ 上記店舗数は、連結会計年度末現在の店舗数であります。 

営業形態

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日) 前年同期比(％)

売上高(千円) 
(店舗数)

構成比(％)
売上高(千円)
(店舗数)

構成比(％)

ラ・ボエム 
(イタリア料理)

4,155,505
(19)

29.6
4,292,888

(21)
27.8 3.3

ゼスト 
(メキシコアメリカ料理)

1,681,742
(8)

12.0
1,662,955

(8)
10.8 △1.1

モンスーンカフェ 
(アジア料理)

3,711,811
(12)

26.5
3,786,765

(12)
24.5 2.0

権八 
(和食)

2,858,050
(6)

20.4
3,176,435

(6)
20.6 11.1

ディナーレストラン 
(国際折衷料理)

1,291,357
(5)

9.2
1,319,881

(5)
8.5 2.2

パスタジオ 
(パスタ料理)

117,856
(5)

0.8
239,166

(4)
1.5 102.9

フードコロシアム 
(フードコート)

31,293
(1)

0.2
717,749

(1)
4.6 ─

その他
188,649

(2)
1.3

257,359
(2)

1.7 36.4

合計
14,036,267

(58)
100.0

15,453,202
(59)

100.0 10.1

所在地

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日) 前年同期比(％)

売上高(千円) 
(店舗数)

構成比(％)
売上高(千円)
(店舗数)

構成比(％)

日本

東京都
11,804,074

(49)
84.1

12,232,971
(48)

79.2 3.6

神奈川県
859,354
(5)

6.1
999,232
(5)

6.5 16.3

千葉県
771,730
(1)

5.5
768,425
(1)

5.0 △0.4

沖縄県
31,293
(1)

0.2
717,749
(1)

4.6 ─

福岡県 ─ ─
17,989
(2)

0.1 ─

小計
13,466,452

(56)
95.9

14,736,369
(57)

95.4 9.4

米国
569,814
(2)

4.1
716,833
(2)

4.6 25.8

合計
14,036,267

(58)
100.0

15,453,202
(59)

100.0 10.1



３ 【対処すべき課題】 

今後の外食産業におきましては、定率減税の縮小や消費税、年金などの将来不安から個人消費の大幅

な拡大は期待できず、付加価値を求めた消費行動は一段と高まることが予測されます。また、成熟市場

の中、同業他社との競争のみならず、急成長の中食市場との競合など、引き続き厳しい経営環境におか

れるものと思われます。 

 こうした中、この厳しい環境下でも持続的な成長を続けて行くためには、ますます高まる食へのこだ

わりと多様なニーズを的確に捉えていかねばなりません。当社グループといたしましては、既存店の収

益力の改善に向け、メニュー・食材・サーヴィス・雰囲気づくりなどのあらゆる面で飽くなき向上を行

い足元を固めることに集中してまいりましたが、更なるブランド力の強化を引き続き行ってまいりま

す。加えて、風化しない独自の業態の開発を推し進めてまいります。  

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況などに関する事項のうち、投資者の判断に重要な

影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したも

のであります。 

  

１. 食材の変動要因について 

ＢＳＥ（狂牛病）や鳥インフルエンザなどの伝染病の蔓延や台風、異常気象などにより、食材価格

の高騰や食材調達に支障をきたす場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

２．出店政策による影響について 

新規出店に際しては、その立地の諸条件・集客性・コストなどを検討のうえ、厳しく選定しており

ますが、出店計画の変更や延期あるいは中止を余儀なくされることもあります。また、必ずしも集客

が見込みどおりにならない場合は、当社グループの財務状態及び業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

３．新業態の開発による影響について 

当社グループの新業態の開発においては、事業の柱となる業態を育てるとともに、業態開発や店舗

運営などのノウハウの蓄積に努めております。しかしながら、経済環境や市場の変化を充分に予測で

きず、顧客のニーズにあった商品やサーヴィスなどをタイムリーに提供できない場合は、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

４．余資運用に係る為替レートの変動の影響について 

当社グループの余資運用は、海外出店を見込みＵＳドルの外貨預金を中心に運用しております。こ

のため円がＵＳドルに対して上昇する場合は、為替差損を招き、経常利益や当期純利益が減少する可

能性があります。 

  

５．社長への依存について 

当社グループの新業態開発や店舗開発、子会社の経営指導など経営全般にわたり、創業者であり代

表執行役社長である長谷川耕造への依存度が高くなっております。このため長谷川耕造が経営から退

く事態が生じた場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 



６. 法的規制について 

当社グループの事業活動においては、食品衛生法、食品安全基本法、健康増進法、個人情報保護法

などの規制の適用を受けております。このため、第三者の衛生検査機関による細菌検査を定期的に実

施するなど衛生面に万全を期すとともに、店舗内の分煙対策やプライバシーポリシーを掲げ顧客情報

を適切に取扱うなど規制を遵守しております。しかしながら、これらの規制を遵守できない場合や、

万が一にも食中毒事故や重大な衛生問題が発生した場合は、当社グループの財務状態及び業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

  

７. 大規模災害による影響について 

当社グループの店舗の多くは、東京都内に集中しております。したがって、この地区において大規

模災害が発生した場合には、当社グループの財務状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

（1）重要な会計方針及び見積り  

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この連結財務諸表の作成に当たりましては、必要と思われる見積は、合理的な基

準に基づいて実施しております。 

詳細につきましては、「第５ 〔経理の状況〕 １〔連結財務諸表等〕 （１）連結財務諸表 連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりであります。 

 （2）財政状態の分析 

資産の部 

当連結会計年度末の総資産額は、前連結会計年度末に比べ１４億５１百万円増加（前年同期比

１１．３％増）して１４２億８２百万円となりました。流動資産は、キャッシュ・フローの減少

などにより現金及び預金が４億９１百万円減少したことなどのため、前連結会計年度末に比べ２

億６９百万円減少（同７．７％減）し、３２億４８百万円となりました。固定資産は、新規店舗

の出店及び既存賃借店舗の土地建物の取得などにより有形固定資産が前連結会計年度末に

比べ１５億８４百万円増加（同２０．８％増）し、無形固定資産が１３百万円増加、さら

に投資その他の資産が新規出店に伴う差入保証金の増加などにより１億２３百万円増加

（同７．６％増）して１１０億３３百万円となりました。 



負債の部 

当連結会計年度末の負債合計額は、前連結会計年度末に比べ８億１２百万円増加（前年同期比

１２．２％増）して７４億５５百万円となりました。流動負債は、１年以内返済予定長期借入金が３億

８４百万円増加、未払法人税等が３億３２百万円増加しましたが、短期借入金が１７億円減少したこと

などにより、前連結会計年度末に比べ８億４百万円減少（同１６．７％減）して４０億１２百万円とな

りました。固定負債は、長期借入金を設備投資などに充当するため１６億９百万円の増加し、前連結会

計年度末に比べ１６億１６百万円増加（同８８．５％増）して３４億４３百万円となりました。 

資本の部 

当連結会計年度末の純資産額は、従業員のストックオプション権利行使に伴う新株式の発行などによ

り、前連結会計年度末に比べ６億３８百万円増加（前年同期比１０．３％増）して６８億２６百万円と

なりました。この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の４８．２％から４７．８％となりました

が、１株当たり純資産額は、前連結会計年度末に比べ７８円１４銭増加して、９６２円９２銭となりま

した。 

  

 （3）経営成績の分析 

売上高 

当連結会計年度の売上高は１５４億５３百万円（前年同期比１０．１％増）となりました。売上高を

コンセプト（営業形態）別にみると「ラ・ボエム」は４２億９２百万円（同３．３％増）、「ゼスト」

は１６億６２百万円（同１．１％減）、「モンスーンカフェ」は３７億８６百万円（同２．０％増）、

「権八」は３１億７６百万円（同１１．１％増）、「ディナーレストラン」は１３億１９百万円（同

２．２％増）、「パスタジオ」は２億３９百万円（同１０２．９％増）、「フードコロシアム」は７億

１７百万円、「その他」は２億５７百万円（同３６．４％増）となりました。 

 同じく所在地別では「日本」は１４７億３６百万円（同９．４％増）、「米国」は７億１６百万円

（同２５．８％増）となりました。 

売上原価、販売費及び一般管理費  

売上原価は売上高の増加に伴い、前連結会計年度から１１億８百万円増加（前年同期比８．７％増）

して１３７億９９百万円となりました。売上原価率は経費削減などにより、前連結会計年度と比

べ１．１ポイント低下して８９．３％となりました。  

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度から１億１８百万円増加（同１２．６％増）

して１０億５６百万円となりました。主な要因としては、売上高の増加に伴う信販手数料の増加、外形

標準課税制度導入に伴う租税公課の計上などであります。  

営業利益  

当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度から１億８９百万円増加（前年同期比４６．６％増）

して５億９７百万円となりました。営業利益をコンセプト（営業形態）別にみると「ラ・ボエム」は新

規出店のための費用の影響などにより３億６７百万円（同２４．７％減）となりましたが、「ゼスト」

は１億６１百万円（同１２．５％増）、及び「モンスーンカフェ」は４億５５百万円（同１１．８％

増）となり、費用削減効果により増益となりました。「権八」は次期に出店を予定している店舗の設備

投資などにより２億６４百万円（同８．６％減）、「ディナーレストラン」７１百万円

（同１４８．４％増）、「パスタジオ」△４３百万円（前年同期は営業損失９５百万

円）、「フードコロシアム」△４０百万円（同９８百万円）、「その他」△４０百万円

（同６１百万円）となりました。 

 同じく所在地別では「日本」は３億９７百万円（前年同期比５３．７％増）、「米国」は新規出店準

備に伴う人件費などの増加により△１３百万円（前年同期は営業利益９百万円）となりました。 



経常利益  

当連結会計年度の経常利益は、前連結会計年度から４億９３百万円増加（前年同期比１４３．０％

増）して８億３８百万円となりました。主な利益増加要因は、上記の営業利益の増益及び為替差益２億

５７百万円などによるものです。  

当期純利益  

当連結会計年度の当期純利益は、前連結会計年度から２億３１百万円増加（前年同期比１２４．９％

増）して４億１７百万円となりました。主な利益増減要因は、原宿２店舗の閉鎖に伴う営業補償金によ

る増益１億３０百万円、店舗の閉鎖に伴う店舗閉鎖損失などによる減益１億３５百万円、法人税等の増

加による減益２億５１百万円などであります。 

（4）資本の財源及び資産の流動性の分析  

キャッシュ・フローの状況 

キャッシュ・フローの状況については、「第２ 〔事業の状況〕 １〔業績等の概要〕 （２）キャ

ッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。また、キャッシュ・フロー指標のトレンドは、下

記のとおりであります。 

 
(注) 自己資本比率：自己資本/総資産  

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 

  債務償還年数：有利子負債/営業キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利払い 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

２．株式時価総数は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全

ての負債を対象としております。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利

息及び社債利息の支払額を使用しております。 

  

  

  

  

  

  

平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年

自己資本比率 48.5％ 45.4％ 50.5％ 48.2％ 47.8％

時価ベースの自己資本比率 76.4％ 26.6％ 35.2％ 40.2％ 57.6％

債務償還年数 4.3年 12.3年 3.5年 4.3年 3.4年

インタレスト・カバレッジ・レシオ 11.6倍 6.1倍 18.2倍 23.4倍 20.4倍



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループは、当連結会計年度において、総額２４億１８百万円の設備投資（建設仮勘定を含む。）
を行いました。その主なものは新規出店３店舗及び新規出店予定２店舗の設備投資と子会社の土地及び建
物の取得であります。なお、飲食事業の店舗設備等について、主としてパスタジオ赤坂と権八国立の閉鎖
に伴い１億１９百万円の店舗閉鎖損失を計上しております。 
  

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 
平成17年12月31日現在 

事業所名 
(所在地)

事業部門の 
名称 

[営業形態]

設備の 
内容

帳簿価額(千円)
従業 
員数 
(名)

客席数建物及び 
構築物 
(面積㎡)

機械装置 
及び運搬具

工具器具 
及び備品

土地 
(面積㎡)

合計

ゼスト キャンティーナ原宿
(東京都渋谷区)

飲食事業 
[ゼスト]

店舗設備
1,049
(115.5)

─ 965 ─ 2,014 1 54

カフェ ラ・ボエム原宿
(東京都渋谷区)

飲食事業 
[ラ・ボエム]

店舗設備
1,309
(158.4)

─ 807 ─ 2,117 4 64

カフェ ラ・ボエム西麻布
(東京都港区)

飲食事業 
[ラ・ボエム]

店舗設備
3,081
(129.4)

─ 813 ─ 3,894 3 39

カフェ ラ・ボエム代官山
(東京都渋谷区)

飲食事業 
[ラ・ボエム]

店舗設備
3,758
(206.6)

─ 2,129 ─ 5,887 3 80

カフェ ラ・ボエム南青山
(東京都港区)

飲食事業 
[ラ・ボエム]

店舗設備
1,564
(90.6)

─ 810 ─ 2,374 2 39

ゼスト キャンティーナ西麻布
(東京都港区)

飲食事業 
[ゼスト]

店舗設備
4,929
(175.2)

─ 1,328 ─ 6,258 3 49

ゼスト キャンティーナ世田谷
(東京都世田谷区)

飲食事業 
[ゼスト]

店舗設備
5,088
(505.1)

─ 3,811 ─ 8,899 6 138

カフェ ラ・ボエム世田谷
(東京都世田谷区)

飲食事業 
[ラ・ボエム]

店舗設備
8,002
(336.8)

─ 3,183 ─ 11,185 9 134

カフェ ラ・ボエム渋谷
(東京都渋谷区)

飲食事業 
[ラ・ボエム]

店舗設備
1,047
(317.9)

─ 1,117 ─ 2,164 3 84

カフェ ラ・ボエム六本木
(東京都港区)

飲食事業 
[ラ・ボエム]

店舗設備
2,047
(79.0)

─ 592 ─ 2,640 2 36

タブローズ
(東京都渋谷区)

飲食事業 
[ディナー 
レストラン]

店舗設備
25,126
(435.4)

─ 6,579 ─ 31,706 8 122

モンスーンカフェ西麻布
(東京都港区)

飲食事業 
[モンスーン 
カフェ]

店舗設備
3,589
(135.5)

─ 1,477 ─ 5,067 3 54

カフェ ラ・ボエム表参道
(東京都渋谷区)

飲食事業 
[ラ・ボエム]

店舗設備
4,660
(160.7)

─ 1,006 ─ 5,667 5 74

ゼスト キャンティーナ飯倉
(東京都港区)

飲食事業 
[ゼスト]

店舗設備
7,925
(267.7)

─ 1,066 ─ 8,992 3 78

ゼスト キャンティーナ渋谷
(東京都渋谷区)

飲食事業 
[ゼスト]

店舗設備
7,949
(317.8)

─ 626 ─ 8,575 3 96

モンスーンカフェ代官山
(東京都渋谷区)

飲食事業 
[モンスーン 
カフェ]

店舗設備
179,745
(1,001.8)

─ 4,183
991,240
(426.9)

1,175,169 6 250

モンスーンカフェ渋谷
(東京都渋谷区)

飲食事業 
[モンスーン 
カフェ]

店舗設備
9,539
(326.6)

─ 1,192 ─ 10,732 4 86

タブローズ ラウンジ
(東京都渋谷区)

飲食事業 
[ディナー 
レストラン]

店舗設備
15,329
(224.1)

─ 1,962 ─ 17,292 2 56

ゼスト キャンティーナ恵比寿
(東京都渋谷区)

飲食事業 
[ゼスト]

店舗設備
21,916
(1,014.0)

─ 9,089 ─ 31,005 8 332

グローバル
ダイニング
白金台

カフェ ラ・ボエム白金
(東京都港区)

飲食事業 
[ラ・ボエム]

店舗設備
353,674
(1,067.5)

─ 4,812
921,100
（610.6)

939,344 11 206

ステラート
(東京都港区)

飲食事業 
[ディナー 
レストラン]

店舗設備
234,013
(625.3)

─ 4,268 578,525 4 110 

モンスーンカフェ南青山
(東京都港区)

飲食事業 
[モンスーン 
カフェ]

店舗設備
25,927
(304.0)

─ 3,363 ─ 29,291 3 134

カフェ ラ・ボエム銀座
(東京都中央区)

飲食事業 
[ラ・ボエム]

店舗設備
19,409
(206.1)

─ 872 ─ 20,281 6 74

カフェ ラ・ボエム北青山
(東京都港区)

飲食事業 
[ラ・ボエム]

店舗設備
19,682
(277.0)

─ 3,090 ─ 22,773 4 100



事業所名 
(所在地)

事業部門の 
名称 

[営業形態]

設備の 
内容

帳簿価額(千円)
従業 
員数 
(名)

客席数建物及び 
構築物 
(面積㎡)

機械装置 
及び運搬具

工具器具 
及び備品

土地 
(面積㎡)

合計

カフェ ラ・ボエム港北
(神奈川県横浜市都筑区)

飲食事業 
[ラ・ボエム]

店舗設備
56,242
(698.3)

─ 11,637 ─ 67,879 6 216

グリエン
パサージュ
(複合店)

カフェ ラ・ボエム
お台場

(東京都港区)

飲食事業 
[ラ・ボエム]

店舗設備
70,236
(710.6)

─ 15,211 ─ 85,447 7 286

ゼスト キャンティーナ
お台場

(東京都港区)

飲食事業 
[ゼスト]

店舗設備
38,926
(372.8)

─ 5,273 ─ 44,199 6 140

モンスーンカフェ
お台場

(東京都港区)

飲食事業 
[モンスーン 
カフェ]

店舗設備
40,765
(303.3)

─ 4,164 ─ 44,929 6 126

権八お台場
(東京都港区)

飲食事業 
[権八]

店舗設備
45,694
(350.6)

─ 5,537 ─ 51,231 7 103

共用施設
(東京都港区)

飲食事業 
[―]

店舗設備
45,670
(249.9)

─ 4,428 ─ 50,098 ─

モンスーンカフェ舞浜イクスピアリ
(千葉県浦安市)

飲食事業 
[モンスーン 
カフェ]

店舗設備
76,071
(1,008.0)

─ 7,022 ─ 83,094 7 300

モンスーンカフェたまプラーザ
(神奈川県横浜市青葉区)

飲食事業 
[モンスーン 
カフェ]

店舗設備
343,396
(907.1)

─ 7,599 ─ 350,996 7 237

カフェ ラ・ボエム恵比寿
(東京都渋谷区)

飲食事業 
[ラ・ボエム]

店舗設備
24,216
(238.1)

─ 2,950 ─ 27,166 4 84

モンスーンカフェ恵比寿
(東京都渋谷区)

飲食事業 
[モンスーン 
カフェ]

店舗設備
33,892
(316.2)

─ 3,205 ─ 37,097 5 140

権八西麻布
(東京都港区)

飲食事業 
[権八]

店舗設備
162,529
(1,443.0)

─ 13,373 ─ 175,903 18 289

モンスーンカフェ麻布十番
(東京都港区)

飲食事業 
[モンスーン 
カフェ]

店舗設備
43,215
(286.8)

─ 2,960 ─ 46,175 3 130

デカダンス ドュ ショコラ
(東京都渋谷区)

飲食事業 
[その他]

店舗設備
21,825
(128.3)

─ 6,936 ─ 28,762 2 8

カフェ ラ・ボエム新宿御苑
(東京都新宿区)

飲食事業 
[ラ・ボエム]

店舗設備
47,524
(333.0)

─ 5,323 ─ 52,847 4 122

権八渋谷
(東京都渋谷区)

飲食事業 
[権八]

店舗設備
119,232
(777.7)

─ 9,929 ─ 129,162 16 220

レガート
(東京都渋谷区)

飲食事業 
[ディナー 
レストラン]

店舗設備
125,568
(770.7)

─ 9,842 ─ 135,411 5 186

G-Zone銀座 
(複合店)

カフェ ラ・ボエム
(東京都中央区)

飲食事業 
[ラ・ボエム]

店舗設備
104,540
(798.8)

─ 10,137 ─ 114,678 7 232

ゼスト キャンティーナ
(東京都中央区)

飲食事業 
[ゼスト]

店舗設備
82,650
(652.4)

─ 5,741 ─ 88,392 4 125

モンスーンカフェ
(東京都中央区)

飲食事業 
[モンスーン 
カフェ]

店舗設備
82,743
( 637.1)

─ 7,092 ─ 89,836 4 147

権八
(東京都中央区)

飲食事業 
[権八]

店舗設備
156,162
(1,158.7)

─ 11,667 ─ 167,829 14 306

カフェ ラ・ボエム麻布十番
(東京都港区)

飲食事業 
[ラ・ボエム]

店舗設備
53,155
(329.0)

─ 6,142 ─ 59,298 7 132

カフェ ラ・ボエム骨董通り
(東京都港区)

飲食事業 
[ラ・ボエム]

店舗設備
49,371
(499.1)

─ 9,148 ─ 58,520 6 142

ユジンアガトー
(東京都渋谷区)

飲食事業 
[その他]

製造設備
7,769
(101.0)

─ 5,409 ─ 13,178 1 ─

デカダンス ドュ ショコラ  
渋谷マークシティ

(東京都渋谷区)

飲食事業 
[その他]

店舗設備
16,604
(46.9)

─ 3,297 ─ 19,902 1 8

パスタジオ成城
(東京都世田谷区)

飲食事業 
[パスタジオ]

店舗設備
24,085
(139.5)

─ 5,157 ─ 29,242 1 54

パスタジオ代々木上原
（東京都渋谷区）

飲食事業 
[パスタジオ]

店舗設備
16,089
(82.1)

─ 4,164 ─ 20,253 1 30

モンスーンカフェ自由が丘
(東京都目黒区)

飲食事業 
[モンスーン 
カフェ]

店舗設備
37,133
(191.7)

─ 5,805 ─ 42,939 2 60

パスタジオあざみ野
(神奈川県横浜市青葉区)

飲食事業 
[パスタジオ]

店舗設備
48,734
(216.2)

─ 3,878 ─ 52,613 1 64

とりや権八あざみ野
(神奈川県横浜市青葉区)

飲食事業 
[権八]

店舗設備
64,881
(226.8)

─ 9,146 ─ 74,028 5 80

パスタジオセンター南
(神奈川県横浜市都筑区)

飲食事業 
[パスタジオ]

店舗設備
18,300
(92.4)

─ 3,196 ─ 21,496 1 44



  

   

 
(注) １ 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数に臨時従業員の人員は含まれておりません。 

３ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 

  

 
  

事業所名 
(所在地)

事業部門の 
名称 

[営業形態]

設備の 
内容

帳簿価額(千円)
従業 
員数 
(名)

客席数建物及び 
構築物 
(面積㎡)

機械装置 
及び運搬具

工具器具 
及び備品

土地 
(面積㎡)

合計

カフェ ラ・ボエム自由が丘
(東京都目黒区)

飲食事業 
[ラ・ボエム]

店舗設備
66,042
(287.9)

─ 11,773 ─ 77,816 5 104

フードコロシアム沖縄
(沖縄県那覇市)

飲食事業 
[フード 

 コロシアム]
店舗設備

378,137
(2,458.8)

─ 69,261 ─ 447,399 7 575

 ラ・ボエム クアリタ渋谷

     (東京都渋谷区）
飲食事業 

[ラ・ボエム]
店舗設備

161,997
(877.0)

─ 34,812 ─ 196,809 8 221

 権八天神

(福岡県福岡市中央区） 

飲食事業 

[権八]
店舗設備

232,378
(711.6)

─ 46,309 ─ 278,687 8 262

 ラ・ボエム クアリタ天神

(福岡県福岡市中央区）

飲食事業 

[ラ・ボエム]
店舗設備

163,003
(796.1)

─ 41,282 ─ 204,285 6 278

本社
(東京都港区)

本社 事務所設備
11,784
(527.4)

567 19,390 ─ 31,742 43 ─

合計 ― ―
4,030,947
(28,202.9)

567 487,364
1,912,340
 (1,037.5)

6,431,219 341 7,940

事業所名 
(所在地)

事業部門の名称 
[営業形態]

設備の内容
土地 

(面積㎡)
契約期間

年間地代家賃 
(千円)

モンスーンカフェたまプラーザ 
(神奈川県横浜市青葉区)

飲食事業 
[モンスーンカフェ]

店舗設備 2,504.9
平成32年８月まで 

(定期借地契約)
39,096



(2) 在外子会社 

平成17年12月31日現在 

 
(注) １ 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数に臨時従業員の人員は含まれておりません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等、店舗を賃借するための保証金及び敷金を含めております。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

  

 
  

  

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業部門の 
名称 

[営業形態]

設備の 
内容

帳簿価額(千円)
従業 
員数 
(名)

客席数建物及び 
構築物 
(面積㎡)

機械装置 
及び運搬具

工具器具 
及び備品

土地 
(面積㎡)

合計

グローバル 
ダイニング， 
インク．オブ 
カリフォルニア

カフェ ラ・ボエム 
ロスアンジェルス 
(米国カリフォルニア州)

飲食事業 
[ディナー 
レストラン]

店舗設備
95,185
(464.7)

─ 15,513
162,952
(1,196.8)

273,651 13 170

モンスーンカフェ 
サンタモニカ 
(米国カリフォルニア州)

飲食事業 
[モンスーン 
カフェ]

店舗設備
492,047
(980.6)

─ 8,370
613,964
(698.8)

1,114,382 10 330

合計 ― ― ―
587,232
(1,445.3)

─ 23,884
776,916
(1893.6)

1,388,033 23 500

会社名
事業所名 
(所在地)

事業部門の 
名称

〔営業形態〕
設備の内容

投資予定額(千円) 資金調達 
方法

着手年月
完了予定 
年月

増加能力 
(客席数)総額 既支払額

提出会社

フードコロシアム   

グランベリーモール

（東京都町田市）

飲食事業

〔フード

 コロシアム〕

店舗設備 404,027 56,909 借入金
平成17年 

12月 

平成18年 

３月
370

グローバル 
ダイニング， 
インク．オブ 
カリフォルニア

（仮称）

権八ビバリーヒルズ

（米国カリフォルニア州）

飲食事業

〔権八〕
店舗設備 1,570,331 1,303,214 自己資金

平成16年 
４月 

平成18年 
６月 

300

合計 ― ― ― 1,974,358 1,360,123 ― ― ― 670

会社名
事業所名 
(所在地)

事業部門の 
名称

〔営業形態〕
設備の内容

帳簿価額（千円）
（面積㎡）

除却等の 
予定年月

除却等による 
減少能力
（客席数）

提出会社

ゼスト キャンティーナ原宿

（東京都渋谷区）

飲食事業

〔ゼスト〕
店舗設備除却

2,014
  （115.5）

平成18年

３月
54

カフェ ラ・ボエム原宿

（東京都渋谷区）

飲食事業

〔ラ・ボエム〕
店舗設備除却

2,117
（158.4）

平成18年

３月
64

パスタジオあざみ野

（神奈川県横浜市青葉区）

飲食事業

〔パスタジオ〕
店舗設備除却

52,613
（216.2）

平成18年

３月
64

パスタジオ成城

（東京都世田谷区）

飲食事業

〔パスタジオ〕
店舗設備除却

29,242
（139.5）

平成18年

４月
54

パスタジオ代々木上原

（東京都渋谷区）

飲食事業

〔パスタジオ〕
店舗設備除却

20,253
（82.1）

平成18年

４月
30

合計 ― ― ―
106,241
（711.7）

― 266



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成18年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権（ストックオ

プション）の行使により発行された株式数は、含まれておりません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 16,896,000

計 16,896,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成17年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年３月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 7,096,400 7,102,400
東京証券取引所
市場第二部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 7,096,400 7,102,400 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権(ストックオプション)は、次のとおりであります。 

第29回定時株主総会の決議(平成14年３月20日) 
  

 
(注) １ 新株予約権の目的となる株式の数は、退職により失権した株数を減じた数であります。 

２ 平成14年２月18日付をもって普通株式１株を1.2株に分割したことにより、発行価額は1,586円に調整されて

おります。     

３ 新株予約権発行後、当社が株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により発行価額を調整し、調整の

結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

 
   また、時価を下回る価額で新株を発行する場合は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる

１円未満の端数は、これを切り上げる。 

 
  

事業年度末現在
(平成17年12月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年２月28日)

新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(注)１ 20,900株 19,600株

新株予約権の行使時の払込金額(注)２(注)３ 1,586円 同左

新株予約権の行使期間
平成16年４月１日から
平成24年３月19日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額

 発行価格     1,586円
 資本組入額     793円

同左

新株予約権の行使の条件

付与対象者が死亡した場合、相
続人が行使することができる。
また付与対象者が当社の取締役
又は使用人の地位を喪失した場
合にも新株引受権を行使するこ
とができる。 
ただし、いずれの場合も付与対
象者との間で締結する「新株引
受権付与契約」に定める条件に
より制限されることがある。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入れその他の処分は認
めない。

同左

 調整後発行価額＝調整発行価額×
１

分割・併合の比率

既発行
＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
＝

調整前
×

株式数 時価

発行価額 発行価額 既発行株式数＋新規発行株式数



② 商法第280条ノ20、商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権（ストックオプション）

は、次のとおりであります。 

イ 第30回定時株主総会の決議(平成15年３月29日)、平成15年８月７日取締役会の決議 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 新株予約権の目的となる株式の数は、権利行使の株数と退職により失権した株数を減じた数であります。 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

   
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

 
  

事業年度末現在
(平成17年12月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年２月28日)

新株予約権の数(注)１ 474個 400個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(注)２ 47,400株 40,000株

新株予約権の行使時の払込金額(注)３ １株当たり602円 同左

新株予約権の行使期間
自 平成16年１月１日
至 平成25年３月28日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額

 発行価格      602円
 資本組入額     301円

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割り当てを受けたもの
は、権利行使時においても、当社グ
ループの取締役若しくは従業員の地
位にあることを要する。ただし、任
期満了による退任、定年退職等その
他正当な理由のある場合はこの限り
ではない。 
その他の条件は、本総会および新株
予約権発行の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権の割り当てを
受けたものとの間で締結する「新株
予約権付与契約」で定めるところに
よる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他の処
分は認めない。

同左

 調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数



ロ 第30回定時株主総会の決議(平成15年３月29日)、平成15年11月22日取締役会の決議 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 新株予約権の目的となる株式の数は、権利行使の株数と退職により失権した株数を減じた数であります。 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

   
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

 
  

事業年度末現在
(平成17年12月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年２月28日)

新株予約権の数(注)１ 112個 112個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(注)２ 11,200株 11,200株

新株予約権の行使時の払込金額(注)３ １株当たり664円 同左

新株予約権の行使期間
平成16年１月１日
平成25年３月28日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額

 発行価格     664円
 資本組入額     332円

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割り当てを受けたもの
は、権利行使時においても、当社グ
ループの取締役若しくは従業員の地
位にあることを要する。ただし、任
期満了による退任、定年退職等その
他正当な理由のある場合はこの限り
ではない。 
その他の条件は、本総会および新株
予約権発行の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権の割り当てを
受けたものとの間で締結する「新株
予約権付与契約」で定めるところに
よる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他の処
分は認めない。

同左

 調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数



ハ 第31回定時株主総会の決議(平成16年３月28日)、平成16年６月28日取締役会の決議 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 新株予約権の目的となる株式の数は、退職により失権した株数を減じた数であります。 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

事業年度末現在
(平成17年12月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年２月28日)

新株予約権の数(注)１ 974個 950個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(注)２ 97,400株 95,000株

新株予約権の行使時の払込金額(注)３ １株当たり742円 同左

新株予約権の行使期間
平成17年１月１日
平成26年３月27日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額

 発行価格     742円
 資本組入額     371円

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割り当てを受けたもの
は、権利行使時においても、当社グ
ループの取締役、執行役若しくは従
業員の地位にあることを要する。た
だし、任期満了による退任、定年退
職等その他正当な理由のある場合は
この限りではない。 
その他の条件は、本総会および新株
予約権発行の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権の割り当てを
受けたものとの間で締結する「新株
予約権付与契約」で定めるところに
よる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他の処
分は認めない。

同左

 調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数



ニ 第31回定時株主総会の決議(平成16年３月28日)、平成16年８月11日取締役会の決議 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

事業年度末現在
(平成17年12月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年２月28日)

新株予約権の数(注)１ 112個 112個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 11,200株 11,200株

新株予約権の行使時の払込金額(注)２ １株当たり710円 同左

新株予約権の行使期間
平成17年１月１日
平成26年３月27日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額

 発行価格     710円
 資本組入額     355円

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割り当てを受けたもの
は、権利行使時においても、当社グ
ループの取締役、執行役若しくは従
業員の地位にあることを要する。た
だし、任期満了による退任、定年退
職等その他正当な理由のある場合は
この限りではない。 
その他の条件は、本総会および新株
予約権発行の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権の割り当てを
受けたものとの間で締結する「新株
予約権付与契約」で定めるところに
よる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他の処
分は認めない。

同左

 調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数



ホ 第32回定時株主総会の決議(平成17年３月20日)、平成17年８月11日取締役会の決議 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 新株予約権の目的となる株式の数は、退職により失権した株数を減じた数であります。 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

事業年度末現在
(平成17年12月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年２月28日)

新株予約権の数(注)１ 797個 779個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(注)２ 79,700株 77,900株

新株予約権の行使時の払込金額(注)３ １株当たり750円 同左

新株予約権の行使期間
平成18年１月１日
平成27年３月19日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額

 発行価格     750円
 資本組入額     375円

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割り当てを受けたもの
は、権利行使時においても、当社グ
ループの取締役、若しくは従業員の
地位にあることを要する。ただし、
任期満了による退任、定年退職等そ
の他正当な理由のある場合はこの限
りではない。 
その他の条件は、本総会および新株
予約権発行の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権の割り当てを
受けたものとの間で締結する「新株
予約権付与契約」で定めるところに
よる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他の処
分は認めない。

同左

 調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数



ヘ 第32回定時株主総会の決議(平成17年３月20日)、平成17年10月27日取締役会の決議 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

事業年度末現在
(平成17年12月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年２月28日)

新株予約権の数(注)１ 76個 76個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 7,600株 7,600株

新株予約権の行使時の払込金額(注)２ １株当たり820円 同左

新株予約権の行使期間
平成18年１月１日
平成27年３月19日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額

 発行価格     820円
 資本組入額     410円

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割り当てを受けたもの
は、権利行使時においても、当社グ
ループの取締役若しくは従業員の地
位にあることを要する。ただし、任
期満了による退任、定年退職等その
他正当な理由のある場合はこの限り
ではない。 
その他の条件は、本総会および新株
予約権発行の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権の割り当てを
受けたものとの間で締結する「新株
予約権付与契約」で定めるところに
よる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他の処
分は認めない。

同左

 調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
(注) １ 株式分割 １株を1.2株に無償分割 

２ 新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加であります。 

３ 平成18年１月１日から平成18年２月28日までの間に新株予約権（ストックオプション）の権利行使により、

発行済株式総数が6,000株、資本金が1,806千円及び資本準備金が1,806千円増加しております。 

  

  

(4) 【所有者別状況】 

平成17年12月31日現在 

 
(注) １ 自己株式6,640株は、「個人その他」に66 単元、「単元未満株式の状況」に40株含まれております。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が16単元含まれております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成14年２月18日(注)１ 1,176,000 7,056,000 ― 1,205,000 ― 1,860,000

自 平成17年１月１日
40,400 7,096,400 12,377 1,217,377 12,377 1,872,377

至 平成17年12月31日(注)２

区分 株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

─ 7 13 20 20 8 2,775 2,843 ―

所有株式数 
(単元)

─ 3,551 958 8,228 10,253 34 47,647 70,671 29,300

所有株式数 
の割合(％)

─ 5.03 1.36 11.64 14.51 0.05 67.41 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成17年12月31日現在 

 
(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社 208千株 

２ モルガン・スタンレー・アセット・マネジメント投信株式会社及びその共同保有者であるモルガン・スタン

レー・インベストメント・マネジメント・リミテッドから平成18年１月10日付で提出された大量保有報告書

により、平成17年12月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事

業年度末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

長谷川 耕造 東京都渋谷区渋谷４丁目２－２ 3,352 47.24

有限会社スペースラブ 東京都港区南青山７丁目１－５ 792 11.16

ハセガワインターナショナル 
トレイドカンパニー（常任代理
人 株式会社グローバルダイニ
ング)

10687 SOMMA WAY.LA.CA 90077 USA

(東京都南青山７丁目１－５)
626 8.83

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11－３ 232 3.28

クレジット スイス ファース
ト ボストン ヨーロッパ ピ
ービー セク アイエヌティ 
ノントリーティ クライエント
（常任代理人 シティバンク、
エヌ・エイ 東京支店 証券業
務部）

ONE CABOT SQUARE LONDON E14 4QJ, UK

(東京都品川区東品川２丁目３－14)
99 1.40

シー エム ビー エル・エス 
エー リ・ミューチャル ファ
ンド（常任代理人 株式会社み
ずほコーポレート銀行 兜町証
券決済業務室）

WOOLGATE  HOUSE.  COLEMAN  STREET 
LONDON EC2P 2HD. ENGLAND 

(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

81 1.15

ゴールドマン・サックス・イン
ターナショナル（常任代理人 
ゴールドマン・サックス証券会
社 東京支店）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB. UK

(東京都港区六本木６丁目10－１  
六本木ヒルズ 森タワー)

62 0.88

メリルリンチ日本証券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目４－１
日本橋一丁目ビルディング

59 0.84

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 （信託口４）

東京都中央区晴海１丁目８－11 58 0.82

古舘 篤巨 東京都渋谷区宇田川町２－１－821 53 0.75

計 ― 5,418 76.35

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

モルガン・スタンレー・インベ
ストメント・マネジメント・リ
ミテッド（常任代理人 モルガ
ン・スタンレー・ジャパン・リ
ミテッド）

25 Cabot Square Canary Wharf London
E14 4QA U.K.
（東京都渋谷区恵比寿四丁目20－３
恵比寿ガーデンプレイスタワー）

44 0.63

モルガン・スタンレー・アセッ
ト・マネジメント投信株式会社

東京都渋谷区恵比寿四丁目 20－３
恵比寿ガーデンプレイスタワー

391 5.53



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年12月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 1,600株(議決権16個)含まれており

ます。 

２ 「単元未満株式」には当社所有の自己株式40株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年12月31日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式  6,600

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,060,500
70,605 同上

単元未満株式
普通株式

   29,300
― 同上

発行済株式総数 7,096,400 ― ―

総株主の議決権 ― 70,605 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社 
グローバルダイニング

東京都港区南青山 
７丁目１―５

6,600 ─ 6,600 0.09

計 ― 6,600 ─ 6,600 0.09



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、ストックオプション制度を採用しております。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

① 旧商法280条ノ19の規定に基づき、新株引受権（ストックオプション）を付与する方法によるもの 

イ 平成14年３月20日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

  

 
(注) １ 権利付与日以降、株式の分割又は併合が行われる場合、譲渡株式数は分割又は併合の比率に応じて比例的に

調整されます。また、株式譲渡請求権の付与後、一部の付与対象者の株式譲渡請求権が失効しましたので、

平成18年２月28日現在の付与対象者は取締役１名、従業員33名、付与株式数はそれぞれ5,000株、14,600株

となっております。 

２ 1,586円は権利付与日(平成14年５月21日)の属する月の前月の各日の東京証券取引所における当社普通株式

の普通取引の終値の平均値の金額(１円未満の端数は切り上げ)であります。 

なお、権利付与日以降、株式の分割又は併合が行われる場合、次の算式により発行価額を調整し、調整の結

果生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。 

 
また、付与日以降、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(転換社債の転換、新株引受権証券及び

旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使の場合を除く。)は次の算式により発行価額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げます。 

 
  

決議年月日 平成14年３月20日

付与対象者の区分及び人数
取締役４名
従業員81名(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数
取締役30,000株
従業員45,000株(注)１

新株予約権の行使時の払込金額 1,586円(注)２

新株予約権の行使期間 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額×
１

分割・併合の比率

調整後発行価額＝調整前発行価額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数



② 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権（ストックオプション）を付与する

方法によるもの 

イ 平成15年３月29日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

  

 
(注) １ 権利付与日以降、株式の分割又は併合が行われる場合、譲渡株式数は分割又は併合の比率に応じて比例的に

調整されます。また、株式譲渡請求権の付与後、一部の付与対象者の権利行使と退職による失効により株式

譲渡請求権が減少しましたので、平成18年２月28日現在の付与対象者は取締役２名、当社及び子会社の従業

員49名、付与株式数はそれぞれ10,000株、30,000株となっております。 

２ 新株予約権の発行日(平成15年８月８日)の属する月の前月の各日の東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引の終値(以下、「終値」という。)の平均値(１円未満の端数は切り上げ)が、新株予約権の発行日の

終値を下回りましたので、発行日の終値といたしました。 

３ 権利付与日以降、株式の分割又は併合が行われる場合、譲渡株式数は分割又は併合の比率に応じて比例的に

調整されます。また、株式譲渡請求権の付与後、一部の付与対象者の権利行使と退職による失効により株式

譲渡請求権が減少しましたので、平成18年２月28日現在の付与対象者は当社及び子会社の従業員４名、付与

株式数は11,200株となっております。 

４ 新株予約権の発行日(平成15年11月26日)の終値の平均値(１円未満の端数は切り上げ)が、新株予約権の発行

日の終値を上回りましたので、平均値といたしました。 

５ 発行日後、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の

結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとします。 

 
また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合(新株予

約権の行使並びに「商法等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)の施行前の商法に基づく新株引

受権証券及び商法第280条ノ19に規定する新株引受権の行使又は「商法等の一部を改正する等の法律」(平成

13年法律第79号)附則第５条第２項の規定に基づく自己株式の譲渡の場合を除く。)は、次の算式により行使

価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとします。 

 
なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとします。 

更に、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必

要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本減少、合併又は会社分割の条件等の勘案の上、合理的な範

囲で行使価額を調整するものとします。 

  

決議年月日 平成15年３月29日

取締役会決議年月日 平成15年８月７日 平成15年11月22日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役 ３名
当社従業員103名(注)１

当社従業員 ３名
当社子会社従業員 ４名(注)３

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

株式の数
当社取締役 30,000株
当社従業員119,700株(注)１

当社従業員20,400株 
当社子会社従業員11,200株(注)３

新株予約権の行使時の払込金額 602円(注)２ (注)５ 664円(注)４ (注)５

新株予約権の行使期間 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

調整後行使価額＝調整前行使価額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数



ロ 平成16年３月28日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

  

 
(注) １ 権利付与日以降、株式の分割又は併合が行われる場合、譲渡株式数は分割又は併合の比率に応じて比例的に

調整されます。また、株式譲渡請求権の付与後、一部の付与対象者の株式請求権が失効しましたので、平成

18年２月28日現在の付与対象者は取締役３名、当社及び子会社の従業員77名、付与株式数はそれぞれ15,000

株、80,000株となっております。 

２ 新株予約権の発行日(平成16年６月29日)の属する月の前月の各日の東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引の終値の平均値が、新株予約権の発行日の終値を上回りましたので、平均値といたしました。 

３ 権利付与日以降、株式の分割又は併合が行われる場合、譲渡株式数は分割又は併合の比率に応じて比例的に

調整されます。また、株式譲渡請求権の付与後、一部の付与対象者の株式請求権が失効しましたので、平成

18年２月28日現在の付与対象者は当社子会社の従業員４名、付与株式数は11,200株となっております。 

４ 新株予約権の発行日(平成16年８月25日)の属する月の前月の各日の東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引の終値(以下、「終値」という。)の平均値(１円未満の端数は切り上げ)が、新株予約権の発行日の

終値を下回りましたので、発行日の終値といたしました。 

５ 発行日後、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の

結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとします。 

 
また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合(新株予

約権の行使並びに「商法等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)の施行前の商法に基づく新株引

受権証券及び商法第280条ノ19に規定する新株引受権の行使又は「商法等の一部を改正する等の法律」(平成

13年法律第79号)附則第５条第２項の規定に基づく自己株式の譲渡の場合を除く。)は、次の算式により行使

価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとします。 

 
なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとします。 

更に、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必

要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本減少、合併又は会社分割の条件等の勘案の上、合理的な範

囲で行使価額を調整するものとします。 

  

決議年月日 平成16年３月28日

取締役会決議年月日 平成16年６月28日 平成16年８月11日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役 ４名
当社従業員110名(注)１

当社子会社従業員 ４名(注)３

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

株式の数
当社取締役 35,000株
当社従業員151,100株(注)１

当社子会社従業員11,200株(注)３

新株予約権の行使時の払込金額 742円(注)２ (注)５ 710円(注)４ (注)５

新株予約権の行使期間 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

調整後行使価額＝調整前行使価額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数



ハ 平成17年３月20日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

  

 
(注) １ 権利付与日以降、株式の分割又は併合が行われる場合、譲渡株式数は分割又は併合の比率に応じて比例的に

調整されます。また、株式譲渡請求権の付与後、一部の付与対象者の株式請求権が失効しましたので、平成

18年２月28日現在の付与対象者は取締役３名、当社及び子会社の従業員109名、付与株式数はそれぞれ

15,000株、62,900株となっております。 

２ 新株予約権の発行日(平成17年８月25日)の属する月の前月の各日の東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引の終値の平均値が、新株予約権の発行日の終値を上回りましたので、平均値といたしました。 

３ 権利付与日以降、株式の分割又は併合が行われる場合、譲渡株式数は分割又は併合の比率に応じて比例的に

調整されます。また、株式譲渡請求権の付与後、一部の付与対象者の株式請求権が失効しましたので、平成

18年２月28日現在の付与対象者は当社子会社の従業員８名、付与株式数は7,600株となっております。 

４ 新株予約権の発行日(平成17年11月10日)の属する月の前月の各日の東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引の終値(以下、「終値」という。)の平均値(１円未満の端数は切り上げ)が、新株予約権の発行日の

終値を下回りましたので、発行日の終値といたしました。 

５ 発行日後、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の

結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとします。 

 
また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合(新株予

約権の行使並びに「商法等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)の施行前の商法に基づく新株引

受権証券及び商法第280条ノ19に規定する新株引受権の行使又は「商法等の一部を改正する等の法律」(平成

13年法律第79号)附則第５条第２項の規定に基づく自己株式の譲渡の場合を除く。)は、次の算式により行使

価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとします。 

 
なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとします。 

更に、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必

要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本減少、合併又は会社分割の条件等の勘案の上、合理的な範

囲で行使価額を調整するものとします。 

  

決議年月日 平成17年３月20日

取締役会決議年月日 平成17年８月11日 平成17年10月27日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役 ３名
当社従業員126名(注)１

当社子会社従業員 ８名(注)３

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

株式の数
当社取締役 15,000株
当社従業員 79,500株(注)１

当社子会社従業員7,600株(注)３

新株予約権の行使時の払込金額 750円(注)２ (注)５ 820円(注)４ (注)５

新株予約権の行使期間 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

調整後行使価額＝調整前行使価額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数



ニ 平成18年３月19日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

  

 
(注) １ 付与対象者については、有価証券報告書の提出日後に行われる当社取締役会において決議されます。 

２ 権利付与日以降、株式の分割又は併合が行われる場合、譲渡株式数は分割又は併合の比率に応じて比例的に

調整されます。なお、新株予約権を発行する日(以下、「発行日」という。)後、当社が当社普通株式の分割

又は併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整する(１株未満の端数は切捨て)。但し、かかる

調整は、当該時点で行使又は消却されていない新株予約権についての付与株式数についてのみ行われるもの

とします。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

また、発行日後、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて付与株式

数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の

うえ、合理的な範囲で付与株式数を調整する。但し、かかる調整は、当該時点で行使又は消却されていない

新株予約権についての付与株式数についてのみ行われるものとします。 

３ 各新株予約権の行使時の払込金額は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１株当たりの払込金

額(以下、「行使価額」という。)に付与株式数を乗じた金額とします。行使価額は、発行日の属する月の前

月の各日(取引が成立していない日を除く。)の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値(以

下、「終値」という。)の平均値(１円未満の端数は切り上げ)、又は発行日の終値(当日に終値がない場合

は、それに先立つ直近日の終値)のいずれか高い金額とします。 

なお、発行日後、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、

調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとします。 

 
また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合(新株予

約権の行使並びに「商法等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)の施行前の商法に基づく新株引

受権証券及び商法第280条ノ19に規定する新株引受権の行使又は「商法等の一部を改正する等の法律」(平成

13年法律第79号)附則第５条第２項の規定に基づく自己株式の譲渡の場合を除く。)は、次の算式により行使

価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとします。 

 
なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとします。 

更に、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必

要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本減少、合併又は会社分割の条件等の勘案の上、合理的な範

囲で行使価額を調整するものとします。 

  

決議年月日 平成18年３月19日

付与対象者の区分及び人数 当社及び当社子会社の取締役、執行役及び従業員(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 上限120,000株(注)２

新株予約権の行使時の払込金額 (注)３

新株予約権の行使期間 平成19年１月１日から平成28年３月18日まで

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとします。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役の承認を要するものとします。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

調整後行使価額＝調整前行使価額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様への利益還元を重要な課題と認識しており、利益の配分につきましては、内部留保

を充実させることにより財務体質の強化を図りつつ、安定配当を行うことを基本方針としております。 

なお、内部留保資金につきましては、新規出店に際しての設備投資及びシステム整備など、企業価値向

上に資するさまざまな投資に活用することで、将来の事業展開を通じて株主の皆様に還元させていただく

所存であります。 

上記の方針を踏まえ、当事業年度の利益配当金につきましては、１株当たり５円の配当を実施いたしま

した。この結果、当事業年度の配当性向は8.6％となりました。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

   ２ □印は、株式分割権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 
  

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

最高(円)
2,440
□1,645

1,890 715 914 1,252

最低(円)
1,250
□1,555

467 382 530 652

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 773 748 735 770 1,070 1,252

最低(円) 721 701 717 729 775 955



５ 【役員の状況】 

  

 
(注) １ 取締役槇原 純、浜尾 泰、佐久間 利章は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役でありま

す。 

２ 当社は委員会等設置会社であり、「指名委員会」「監査委員会」及び「報酬委員会」の３つの委員会を設置

しております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役 
代表執行役

社長 
CEO

長谷川 耕 造 昭和25年３月９日生

昭和48年10月 有限会社長谷川実業設立 代表取

締役就任

3,352昭和60年２月 長谷川実業株式会社(現株式会社

グローバルダイニング) 代表取

締役社長就任

平成16年３月 当社取締役、代表執行役社長就任

(現任)

取締役 槇 原   純 昭和33年１月15日生

昭和56年８月 Goldman, Sachs & Co.(ニューヨ

ーク)コーポレートファイナンス

部門 入社

20

平成４年12月 同社ジェネラルパートナー就任

平成８年１月 ゴールドマン・サックス証券会社

東京支店 支店長兼エクイティ部

門共同責任者就任

平成11年１月 Goldman, Sachs & Co.(ニューヨ

ーク)コーポレートファイナンス

部門

平成12年７月 株式会社ネオテニー 取締役会長

就任(現任)

平成14年３月 当社取締役就任(現任)

取締役 浜 尾   泰 昭和30年２月５日生

昭和53年４月 株式会社東京銀行入行

―

昭和61年１月 Roll and Ross Asset Management 

副社長就任

昭和62年７月 カリフォルニア大学助教授(ファ

イナンス)就任

昭和63年１月 Roll and Ross Asset Management 

パートナー就任

平成３年７月 コロンビア大学助教授就任

平成10年７月 南カリフォルニア大学教授就任

(現任)

平成15年３月 当社取締役就任(現任)

取締役 佐久間 利 章 昭和26年３月12日生

昭和48年４月 トヨタ自動車販売株式会社入社

―

昭和55年７月 株式会社サクマインターナショナ

ル設立 代表取締役社長就任(現

任)

平成12年３月 当社監査役就任

平成16年３月 当社取締役就任(現任)

計 3,372



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスの施策の実施状況 

１．基本的な考え方及び施策の実施状況 

当社グループは、株式価値を高めることを目的に、経営のスピードを高めて常に時代に先駆けるこ

と、また法令を遵守した透明度の高い経営に努めております。この経営を客観的にチェックするため

に、コーポレート・ガバナンスの仕組みを強化してまいりました。  

・平成１６年の定時株主総会決議によって、委員会等設置会社に移行いたしました。当事業年度末現

在、取締役は社外取締役３名・社内取締役１名の４名とし、充分な議論及び経営の透明性を確保し

ております。 

・取締役会は少なくとも３ヶ月に１回の定例取締役会のほか、必要に応じ機動的に臨時取締役会を開

催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行の状況を逐次

監督しております。 

・社外取締役は、独立した立場で客観的に経営執行を監督し、社内取締役は、グループ全体を把握す

る代表執行役とし、社外取締役に対して直接の説明責任を負います。 

・監査委員会は、３名全員を社外取締役とし経営執行からの最大限の独立性を保ちます。指名委員会

及び報酬委員会は、社外取締役３名・社内取締役１名で構成し、各委員会の議長は社外取締役とし

ております。 

・執行役は、取締役会の決定した基本方針に基づき、業務執行に専念し、経営のスピードを一層高

め、成果達成の責任を担います。実質的な業務執行上の意思決定は、月２回開催する全店参加の店

長会議で行います。 

・当社グループでは、顧問弁護士と緊密な関係を維持し、必要に応じて適宜アドバイスを受けており

ます。税務関連業務に関しましても、税理士と契約を締結し、必要に応じてアドバイスを受けてお

ります。 

  当社グループは、引き続き迅速な意思決定と的確な業務執行を推進し、かつその監視体制の一層の

強化を段階的に確実に図ってまいります。また、「当社のモットー」をよりどころとして、コンプラ

イアンスを徹底しております。さらに、平成１６年４月にはヘルプラインを設け、全ての従業員から

生の情報が伝えられる仕組みをつくりました。  

ａ．当社のモットー 

  「公正さと規律」 

   徹底した情報公開、権力を使わない経営、社内評議システム 

  「個人の意思の尊重」 

   自己申告に基づいた人事、権限委譲、自己責任、自己主張の自由 

  「実力主義の徹底」 

   徹底した競争、信賞必罰、公正な実績評価 

ｂ．徹底した情報公開 

公正さと規律を保つため、当社では、全ての情報（経営戦略上やむをえない場合を除く）が社

内ネットワークを通じて公開されており、全ての従業員が情報を閲覧することができます。  

ｃ．独自の採決方法 

当社では権力を使わない経営を目指しており、民主主義のシステムを適用しております。月２

回行われる全店参加の店長会議が実質的な経営会議として機能しており、人事、出店、メニュー

など、さまざまな議題について、議論を行います。執行役は議題を白紙に戻す権利を有するのみ

で、誰もが議題の提出権を有します。すべての議題は、代表執行役社長から新任の店長にいたる

全出席者の多数決をもって採決しております。 



２．会計監査の状況 

会計監査人は清明監査法人を選任し、定期的な監査のほか、随時相談をし、会計処理の透明性と正

確性の向上に努めております。 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は清明監査法人に所属している今村 了氏、今村 敬氏

であります。 

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、会計士補１名であります。 

３．会社と会社の社外取締役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要  

記載すべき利害関係はありません。 

４．会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近1年間における実施状況 

平成１７年度は７回の取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定す

るとともに、業務執行状況を監督しております。  

(2) 役員報酬の内容 

  当事業年度における当社の取締役及び執行役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

  

 

 
  

(3) 監査報酬の内容 

 清明監査法人と締結した公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基

づく報酬 14百万円 

 上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

区分 人数 支給額

取締役 ３名 3百万円

執行役 ２名 37百万円

計 ５名 41百万円
(注） １ 取締役と執行役を兼任する者の報酬は、執行役の欄に総額を記入しております。当事業年度末現

在の人員は、取締役４名、執行役１名であります。
２ 執行役の支給人員及び支給額には、平成17年６月に辞任した執行役が含まれております。

３ 上記のほか、使用人兼務執行役の使用人分給与相当額（賞与を含む）を次のとおり支給しており
ます。 
使用人兼務執行役（１名） 10百万円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成

16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用し

ております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成

16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用して

おります。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年１月１日から平成16年12月

31日まで)及び前事業年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年

１月１日から平成17年12月31日まで)及び当事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、清明監査法人により監査を受けております。 

  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 
  

 
  

前連結会計年度
(平成16年12月31日)

当連結会計年度 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,606,192 2,115,145

 ２ 受取手形及び売掛金 407,406 462,054

 ３ たな卸資産 214,455 204,787

 ４ 前払費用 128,531 157,043

 ５ 繰延税金資産 61,419 136,501

 ６ その他 100,020 172,610

   流動資産合計 3,518,026 27.4 3,248,144 22.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※１ 7,667,165 8,668,172

    減価償却累計額 3,390,614 4,276,550 4,049,992 4,618,180

  (2) 機械装置及び運搬具 10,968 12,031

    減価償却累計額 10,135 832 11,464 567

  (3) 工具器具及び備品 1,537,977 1,685,657

    減価償却累計額 992,070 545,906 1,174,408 511,249

  (4) 土地 ※１ 2,056,164 2,689,257

  (5) 建設仮勘定 744,596 1,388,957

   有形固定資産合計 7,624,051 59.4 9,208,211 64.5

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 63,866 49,067

  (2) ソフトウェア仮勘定 2,205 30,817

  (3) 電話加入権 10,575 10,575

  (4) その他 928 846

   無形固定資産合計 77,574 0.6 91,306 0.6

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 19,251 30,752

  (2) 長期前払費用 20,662 15,560

  (3) 繰延税金資産 49,260 48,976

  (4) 差入保証金 1,522,038 1,639,171

   投資その他の資産合計 1,611,212 12.6 1,734,460 12.2

   固定資産合計 9,312,838 72.6 11,033,979 77.3

   資産合計 12,830,864 100.0 14,282,123 100.0



 
  

  

前連結会計年度
(平成16年12月31日)

当連結会計年度 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 534,080 537,829

 ２ 短期借入金 1,700,000 ─

 ３ １年以内返済予定 
   長期借入金

※１ 1,061,216 1,446,207

 ４ 未払金 692,050 647,728

 ５ 未払費用 602,621 760,090

 ６ 未払法人税等 96,933 429,897

 ７ 未払消費税等 60,799 113,910

 ８ 預り金 32,113 30,109

 ９ 店舗閉鎖損失引当金 ─ 32,091

 10 その他 36,563 14,266

   流動負債合計 4,816,378 37.6 4,012,130 28.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 1,757,392 3,366,767

 ２ 退職給付引当金 50,851 58,465

 ３ 長期前受収益 8,708 ─

 ４ 店舗閉鎖損失引当金 ─ 10,000

 ５ その他 9,306 7,910

   固定負債合計 1,826,258 14.2 3,443,144 24.1

   負債合計 6,642,636 51.8 7,455,275 52.2

(少数株主持分)

   少数株主持分 ― ― ─ ─

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 1,205,000 9.4 1,217,377 8.6

Ⅱ 資本剰余金 1,860,000 14.5 1,872,377 13.1

Ⅲ 利益剰余金 3,304,739 25.7 3,643,464 25.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金 9,209 0.1 16,029 0.1

Ⅴ 為替換算調整勘定 △104,158 △0.8 86,505 0.6

Ⅵ 自己株式 ※３ △86,562 △0.7 △8,905 △0.1

   資本合計 6,188,227 48.2 6,826,848 47.8

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

12,830,864 100.0 14,282,123 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年12月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 14,036,267 100.0 15,453,202 100.0

Ⅱ 売上原価 12,690,962 90.4 13,799,661 89.3

   売上総利益 1,345,304 9.6 1,653,541 10.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 信販手数料 115,223 127,890

 ２ 役員報酬 56,250 41,400

 ３ 給料手当 393,916 419,389

 ４ 賞与 27,096 40,945

 ５ 地代家賃 44,186 47,876

 ６ その他 301,280 937,953 6.7 378,950 1,056,453 6.8

   営業利益 407,351 2.9 597,088 3.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 27,854 41,723

 ２ 為替差益 ─ 257,474

 ３ 債務消滅益 5,438 ─

 ４ その他 17,837 51,130 0.4 17,940 317,139 2.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 47,681 73,323

 ２ シンジケートローン 
   手数料

6,364 ─

 ３ 為替差損 58,339 ─

 ４ その他 1,182 113,568 0.8 2,809 76,132 0.5

   経常利益 344,914 2.5 838,094 5.4

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 602 ─

 ２ 新株引受権戻入益 6,464 ─

 ３ 営業補償金 ※１ ― 7,066 0.0 130,000 130,000 0.8

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 3,096 16,144

 ２ 店舗閉鎖損失 ※３ ─ 3,096 0.0 119,571 135,716 0.8

   税金等調整前当期純利益 348,883 2.5 832,378 5.4

   法人税、住民税及び 
   事業税

178,379 484,990

   法人税等調整額 △15,099 163,280 1.2 △70,113 414,876 2.7

   当期純利益 185,603 1.3 417,501 2.7



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
 至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,860,000 1,860,000

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 増資による新株式の   
   発行 

─ 12,377

Ⅲ 資本剰余金期末残高 1,860,000 1,872,377

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 3,154,111 3,304,739

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 185,603 185,603 417,501 417,501

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 34,976 34,970

 ２ 自己株式処分差損 ─ 34,976 43,806 78,776

Ⅳ 利益剰余金期末残高 3,304,739 3,643,464



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 348,883 832,378

 ２ 減価償却費 732,047 842,986

 ３ 退職給付引当金の増減額 10,836 7,614

 ４ 受取利息及び受取配当金 △27,854 △41,723

 ５ 支払利息及び社債利息 47,681 73,323

 ６ 為替差損益 58,339 △257,474

 ７ 店舗閉鎖損失 ─ 116,206

 ８ 売上債権の増減額 △25,413 △54,648

 ９ たな卸資産の増減額 △10,289 9,667

 10 仕入債務の増減額 32,359 3,749

 11 その他 78,039 77,381

    小計 1,244,629 1,609,460

 12 利息及び配当金の受取額 27,815 41,756

 13 利息の支払額 △42,525 △69,242

 14 社債利息の支払額 △1,989 ─

 15 法人税等の支払額 △187,612 △170,091

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,040,319 1,411,883

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △1,105,016 △1,035,005

 ２ 定期預金の払戻による収入 1,115,017 1,115,005

 ３ 外貨定期預金増減額 186,190 △21,497

 ４ 有形固定資産の取得による支出 △1,034,778 △2,257,707

 ５ 保証金の差入による支出 △175,733 △168,736

 ６ 保証金の返戻による収入 ─ 51,602

 ７ その他 △23,798 △13,732

   投資活動によるキャッシュ・フロー △1,038,118 △2,330,070

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金増減額 1,605,000 △1,700,000

 ２ 長期借入による収入 ─ 3,357,303

 ３ 長期借入金の返済による支出 △1,402,844 △1,397,248

 ４ 社債の償還による支出 △100,000 ─

 ５ 株式の発行による収入 ─ 24,754

 ６ 自己株式の処分による収入 ─ 34,758

 ７ 自己株式の取得による支出 △797 △907

 ８ 配当金の支払額 △34,976 △34,970

   財務活動によるキャッシュ・フロー 66,382 283,690

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,545 104,554

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 64,037 △529,943

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,486,422 1,550,459

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,550,459 1,020,516



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数      １社
 グローバルダイニング，インク．
オブ カリフォルニア(米国)

(1) 連結子会社の数      １社
同左

２ 持分法の適用に関する事
項

非連結子会社・関連会社はありませ
ん。

同左

３ 連結子会社の事業年度等
に関する事項

連結子会社の決算日と連結決算日は
一致しております。

同左

４ 会計処理基準に関する事
項
 (1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

① 有価証券
 その他有価証券
  時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく
時価法によっております。(評
価差額は全部資本直入法により
処理し、売却原価は移動平均法
により算定)

① 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの

同左

② たな卸資産
 原材料

主として先入先出法による原
価法によっております。

② たな卸資産
 原材料

同左

 貯蔵品
最終仕入原価法による原価法
によっております。

 貯蔵品
同左

③ デリバティブ取引
 時価法によっております。

③ デリバティブ取引
同左

 (2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法

① 有形固定資産
 連結財務諸表提出会社
  定率法によっております。
  ただし、平成10年４月１日以降
取得の建物(建物付属設備を除く)
は定額法によっております。
  なお、定期借地権契約による借
地上の建物及び構築物について
は、定期借地権の残存期間を耐用
年数とし、残存価額を零とした定
額法によっております。

① 有形固定資産
 連結財務諸表提出会社

同左

 連結子会社
  定額法によっております。

  また、主な耐用年数は以下のと
おりであります。
建物及び構築物 10～41年
工具器具及び備品 ３～６年

 連結子会社
同左

同左

② 無形固定資産
  定額法によっております。
  なお、自社利用のソフトウェア
については、社内における利用可
能期間(５年)に基づく定額法によ
っております。

② 無形固定資産
同左

 (3) 重要な引当金の計上基
準

① 貸倒引当金
 債権の貸倒損失に備えるため、一
般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しておりま
す。
 なお、当連結会計年度末において
回収不能見込額がないため、貸倒引
当金は計上しておりません。

① 貸倒引当金
同左



 
  

  

  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

② 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務の見込額に基づき、当連結会計

年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。

  なお、連結子会社には退職金制度

はありません。

② 退職給付引当金

同左 

 

 

 

 

 

───────── ③店舗閉鎖損失引当金

 将来の店舗閉鎖に伴い、発生する

と見込まれる損失額を計上しており

ます。

 (4) 重要なヘッジ会計の方

法

① ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

 金利スワップ取引については、特

例処理の要件を満たしている場合に

は特例処理によっております。

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 金利スワップ 

  ヘッジ対象 借入金

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

  借入金の利息相当額の範囲内で市

場金利変動リスクを回避する目的で

行っております。

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジの有効性評価の方法

  原則として、ヘッジ手段の変動額

の累計額とヘッジ対象の変動額の累

計額を比較して有効性を判定してお

ります。

  特例処理によっている金利スワッ

プ取引は、有効性の判定を省略して

おります。

④ ヘッジの有効性評価の方法

       同左

  

 (5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

① 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

① 消費税等の会計処理

同左

② 繰延資産の処理方法

  社債発行差金

  商法施行規則の規定に基づき社

債の償還期限による均等償却によ

っております。

─────────

 



 
  

(表示方法の変更) 

  

 
  

  

(追加情報) 

項目
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 全面時価評価法によっております。 同左

６ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

 連結会計年度中に確定した利益処分

又は損失処理に基づいて作成しており

ます。

同左

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヵ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなります。

同左

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(連結損益計算書）

  前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含

めて表示しておりました「債務消滅益」（前連結会

計年度4,344千円）につきましては、営業外収益の

100分の10を超えることとなったため区分掲記してお

ります。

(連結損益計算書）

  前連結会計年度まで区分掲記しておりました「債

務消滅益」（当連結会計年度6,116千円）につきまし

ては、営業外収益の100分の10以下となったため営業

外収益の「その他」に含めて表示しております。 

 また「シンジケートローン手数料」（当連結会計

期間199千円）につきましては、営業外費用の100分

の10以下となったため営業外費用の「その他」に含

めて表示しております。

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

─────────────  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16

年４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課

税制度が導入されたことに伴い、当連結会計年度か

ら「法人事業税における外形標準課税部分の損益計

算上の表示についての実務上の取扱い」（平成16年

２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12

号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割につ

いては、販売費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費が39,891千円増

加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益が39,891千円減少しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成16年12月31日)

当連結会計年度
(平成17年12月31日)

※１ 下記のとおり債務の担保に供しております。

   担保資産

建物及び構築物 800,013千円

土地 1,912,340千円

合計 2,712,354千円

※１ 下記のとおり債務の担保に供しております。

   担保資産

建物及び構築物 1,243,391千円

土地 2,526,304千円

合計 3,769,696千円

   債務の内容

１年以内返済予定長期借入金 861,216千円

長期借入金 1,407,392千円

合計 2,268,608千円

   債務の内容

１年以内返済予定長期借入金 751,807千円

長期借入金 1,491,467千円

合計 2,243,275千円

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式7,056,000株

であります。

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式7,096,400株

であります。

※３ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、普通株式61,910株であります。

※３ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、普通株式6,640株であります。

 ４ 当社においては、運転資金及び設備資金の効率

的、機動的な調達を行うため取引銀行５行と当座

貸越契約及び取引銀行２行とシンジケートローン

契約を締結しております。

   当連結会計年度末における当座貸越契約及びシン

ジケートローン契約に係る借入未実行残高等は次

のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 1,900,000千円

シンジケートローン極度額 1,700,000千円

借入実行残高 1,700,000千円

差引額 1,900,000千円

 

 ４ 当社においては、運転資金及び設備資金の効率

的、機動的な調達を行うため取引銀行５行と当座

貸越契約を締結しております。

   当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借

入未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 1,900,000千円

借入実行残高 ─ 千円

差引額 1,900,000千円

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

─────────────

※２ 固定資産除却損

建物及び構築物 222千円

工具器具及び備品 2,874千円

合計 3,096千円

─────────────
 

※１ 営業補償金は店舗の閉鎖に伴う営業補償でありま

す。

※２ 固定資産除却損

建物及び構築物 14,603千円

工具器具及び備品 1,541千円

合計 16,144千円

※３ 店舗閉鎖損失は、ラ・ボエム１店舗、ゼスト１店

舗、権八１店舗、パスタジオ２店舗の閉鎖に伴うも

のです。



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,606,192千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △280,000千円

外貨定期預金 △775,732千円

現金及び現金同等物 1,550,459千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,115,145千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △200,000千円

外貨定期預金 △894,629千円

現金及び現金同等物 1,020,516千円

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

オペレーティング・リース取引

 未経過リース料

１年以内 36,255千円

１年超 12,296千円

合計 48,552千円

該当事項はありません。

 



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成16年12月31日) 

有価証券 

 その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

  

当連結会計年度(平成17年12月31日) 

有価証券 

 その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

 ① 株式 3,720 19,251 15,531

合計 3,720 19,251 15,531

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

 ① 株式 3,720 30,752 27,032

合計 3,720 30,752 27,032



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成16年12月31日) 

ヘッジ会計を適用しているため記載しておりません。 

  

当連結会計年度(平成17年12月31日) 

ヘッジ会計を適用しているため記載しておりません。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

① 取引の内容及び利用目的等

   当社グループは、現在及び将来の変動金利長期借

入金の支払利息を固定化するために金利スワップを

利用しております。

(１)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ

ヘッジ対象 借入金

(２)ヘッジ方針

   借入金の利息相当額の範囲内で市場金利変動リス

クを回避する目的で行っております。

(３)ヘッジの有効性評価の方法

   原則として、ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッ

ジ対象の変動額の累計額を比較して有効性を判定し

ております。

   特例処理によっている金利スワップ取引は、有効

性の判定を省略しております。

① 取引の内容及び利用目的等

同左

  

② 取引に対する取組方針

   当社グループは、現在及び将来の借入金の金利変

動リスクを回避する目的にのみデリバティブ取引を

利用する方針をとっており、投機目的の取引及びレ

バレッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方

針であります。

② 取引に対する取組方針

同左

③ 取引に係るリスクの内容

   金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリス

クを有しております。

   取引の相手方はいずれも信用度の高い大手金融機

関であるため、相手方の契約不履行によるいわゆる

信用リスクは、ほとんどないと判断しております。

③ 取引に係るリスクの内容

同左

④ 取引に係るリスク管理体制

   金利スワップ取引については、取締役会において

承認を受けた資金調達計画の借入金に対して、財務

経理チームが契約の締結を行っており、取引結果に

ついては定例取締役会に報告を行うことになってお

ります。

④ 取引に係るリスク管理体制

同左

   



(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

   退職金規定に基づく退職一時金制度を採用してお

ります。

１ 採用している退職給付制度の概要

同左

 

２ 退職給付債務に関する事項

  退職給付債務 50,851千円

  退職給付引当金 50,851千円

  (注) 退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用

しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

  退職給付債務 58,465千円

  退職給付引当金 58,465千円

  (注) 退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用

しております。

３ 退職給付費用に関する事項

  勤務費用 16,164千円

  退職給付費用 16,164千円

３ 退職給付費用に関する事項

  勤務費用 21,263千円

  退職給付費用 21,263千円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

   該当事項はありません。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

同左



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成16年12月31日)

当連結会計年度
(平成17年12月31日)

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 繰延税金資産

  退職給付引当金損金算入限度
  超過額

19,360千円

  投資有価証券評価損否認 27,133千円

  子会社為替差損否認 6,982千円

  事業所税否認 9,490千円

  未払賞与否認 30,133千円

  減価償却超過額 32,677千円

  その他 21,378千円

   繰延税金資産小計 147,155千円

   評価性引当金 △30,155千円

   繰延税金資産合計 117,000千円

 繰延税金負債

  その他有価証券評価差額金 △6,321千円

   繰延税金負債合計 △6,321千円

   繰延税金資産の純額 110,679千円
 

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

 退職給付引当金損金算入限度
 超過額

23,127千円

 投資有価証券評価損否認 2,594千円

 事業所税否認 11,094千円

 未払賞与否認 62,913千円

 減価償却超過額 49,192千円

 未払事業税否認 38,360千円

 店舗閉鎖損失引当金否認 17,131千円

 その他 13,669千円

  繰延税金資産小計 218,083千円

  評価性引当金 △8,379千円

  繰延税金資産合計 209,704千円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △11,002千円

 子会社為替差益否認 △19,245千円

 その他 △1,889千円

  繰延税金負債合計 △32,136千円

  繰延税金資産の純額 177,567千円

平成17年12月31日現在の繰延税金資産の純額は、連結貸
借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産─繰延税金資産 136,501千円

固定資産─繰延税金資産 48,976千円

流動負債─繰延税金負債 ─

     固定負債─その他 △7,910千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 42.0％

 (調整)

  留保金課税 3.0％

  住民税均等割 3.9％

  設備投資減税額 △1.8％

  子会社欠損金に係る評価性引当金取崩 △1.0％

  その他 0.7％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.8％
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

 留保金課税 6.1％

 住民税均等割 2.1％

 設備投資減税額 △0.2％

 その他 1.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.8％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日)及び当連結会計年度(自 平成17

年１月１日 至 平成17年12月31日) 

事業の種類別セグメント情報は、すべての事業がレストラン経営を主とする飲食事業であるため

記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合がいず

れも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 
 

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日)及び当連結会計年度(自 平成17

年１月１日 至 平成17年12月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

日本（千円） 米国（千円） 計（千円）
消去又は 
全社
（千円）

連結（千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高
（１） 外部顧客に対する売上高 14,736,369 716,833 15,453,202 ─ 15,453,202
（２） セグメント間の内部売上

高又は振替高 ─ ─ ─ ─ ─

計 14,736,369 716,833 15,453,202 ─ 15,453,202

営業費用 14,125,423 730,690 14,856,114 ― 14,856,114

営業利益又は営業損失(△) 610,945 △13,857 597,088 ─ 597,088

Ⅱ 資産 13,780,091 2,884,573 16,664,664 (2,382,540) 14,282,123 



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 
  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１株当たり純資産額 884円78銭 962円92銭

１株当たり当期純利益 26円54銭 59円37銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
26円46銭 59円23銭

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

連結損益計算書上の当期純利益 185,603千円 417,501千円

普通株式に係る当期純利益 185,603千円 417,501千円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式の期中平均株式数 6,994,651株 7,032,234株

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益の算定に用いられた普通

株式増加数の主な内訳

 新株予約権 19,432株 16,380株

普通株式増加数 19,432株 16,380株



 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に含まれなかった潜

在株式の概要  

 

 

①新株引受権
 株主総会の決議日
  平成14年３月20日

  普通株式 39,600株

②新株予約権
 株主総会の決議日
  平成16年３月28日

 取締役会の決議日
  平成16年６月28日  
  新株予約権 1,842個

 取締役会の決議日

  平成16年８月11日

  新株予約権 112個

  なお、これらの詳細は第４

提出会社の状況、(２)新株予

約権等の状況に記載しており

ます。

③旧商法第210条ノ２第２項の

規定に基づき自己株式を買い

付ける方法によるストックオ

プション

  これらの定時株主総会決議

の日、株式の種類、株式の数

および譲渡価額は以下のとお

りであります。

  平成13年３月29日

  普通株式 16,800株

1,439円

 

 

①新株引受権
株主総会の決議日
  平成14年３月20日

  普通株式 20,900株

②新株予約権
株主総会の決議日
  平成17年３月20日

 取締役会の決議日
 平成17年10月27日  
  新株予約権 76個

  なお、これらの詳細は第４

提出会社の状況、(２)新株予

約権等の状況に記載しており

ます。



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は以

下のとおりであります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,700,000 ─ ─ ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,061,216 1,446,207 1.2 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,757,392 3,366,767 1.2
平成19年1月
～平成23年4月

その他の有利子負債 ― ─ ― ―

合計 4,518,608 4,812,975 ― ―

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

1,258,500 758,500 758,564 288,352



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成16年12月31日)

当事業年度
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)
Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,468,670 1,964,317

 ２ 売掛金 407,059 452,629

 ３ 原材料 187,596 177,206

 ４ 貯蔵品 13,837 13,350

 ５ 前払費用 124,811 156,803

 ６ 繰延税金資産 52,978 134,258

 ７ 未収入金 ─ 154,600

 ８ その他 119,560 18,640

   流動資産合計 3,374,514 26.0 3,071,808 22.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※１ 7,275,754 7,724,543

    減価償却累計額 3,178,215 4,097,539 3,750,292 3,974,250

  (2) 構築物 89,665 93,820
    減価償却累計額 29,984 59,680 37,122 56,697

  (3) 車両運搬具 2,976 2,976
    減価償却累計額 2,143 832 2,409 567

  (4) 工具器具及び備品 1,368,126 1,492,866
    減価償却累計額 844,661 523,465 1,005,501 487,364

  (5) 土地 ※１ 1,912,340 1,912,340

  (6) 建設仮勘定 ─ 97,808

   有形固定資産合計 6,593,858 50.8 6,529,028 47.4

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 63,866 49,067

  (2) ソフトウェア仮勘定 2,205 30,817

  (3) 電話加入権 10,575 10,575

  (4) その他 928 846

   無形固定資産合計 77,574 0.6 91,306 0.6

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 19,251 30,752

  (2) 関係会社株式 1,031,400 1,662,730

  (3) 関係会社長期貸付金 299,853 692,973

  (4) 長期前払費用 14,252 13,641

  (5) 繰延税金資産 46,759 48,976

  (6) 差入保証金 1,516,825 1,638,873

   投資その他の資産合計 2,928,342 22.6 4,087,946 29.7

   固定資産合計 9,599,775 74.0 10,708,282 77.7

   資産合計 12,974,290 100.0 13,780,091 100.0



 
  

  

前事業年度
(平成16年12月31日)

当事業年度
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)
Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 526,634 524,491

 ２ 短期借入金 1,700,000 ─
 ３ １年以内返済予定 
   長期借入金

※１ 1,061,216 1,423,184

 ４ 未払金 689,995 645,628

 ５ 未払費用 584,991 722,425

 ６ 未払法人税等 96,933 426,677

 ７ 未払消費税等 56,321 107,855

 ８ 預り金 31,773 29,577

 ９ 店舗閉鎖損失引当金 ─ 32,091

 10 その他 34,210 10,693

   流動負債合計 4,782,076 36.8 3,922,623 28.5

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 1,757,392 2,978,908

 ２ 退職給付引当金 50,851 58,465

 ３ 長期前受収益 8,708 ─

 ４ 店舗閉鎖損失引当金 ─ 10,000

 ５ その他 8,000 ─

   固定負債合計 1,824,951 14.1 3,047,373 22.1

   負債合計 6,607,028 50.9 6,969,997 50.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 1,205,000 9.3 1,217,377 8.8

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,860,000 1,872,377

   資本剰余金合計 1,860,000 14.3 1,872,377 13.6

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 8,614 8,614

 ２ 任意積立金

  (1) 別途積立金 3,100,100 3,100,100 3,200,100 3,200,100

 ３ 当期未処分利益 270,900 504,500

   利益剰余金合計 3,379,614 26.0 3,713,214 27.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※３ 9,209 0.1 16,029 0.1

Ⅴ 自己株式 ※４ △86,562 △0.6 △8,905 △0.1

   資本合計 6,367,261 49.1 6,810,093 49.4

   負債資本合計 12,974,290 100.0 13,780,091 100.0



② 【損益計算書】 

  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
 至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 売上高 13,466,452 13,466,452 100.0 14,736,369 14,736,369 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 当期製品製造原価 12,178,797 12,178,797 90.4 13,165,976 13,165,976 89.3

   売上総利益 1,287,655 9.6 1,570,392 10.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 信販手数料 101,398 110,393

 ２ 役員報酬 56,250 41,400

 ３ 給料手当 378,707 390,423

 ４ 賞与 26,473 37,116

 ５ 地代家賃 43,618 42,040

 ６ 減価償却費 21,088 23,993

 ７ その他 262,550 890,086 6.6 314,080 959,447 6.5

   営業利益 397,569 3.0 610,945 4.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※１ 30,548 52,505

 ２ 為替差益 ― 187,374

 ３ 債務消滅益 5,438 ─

 ４ その他 16,877 52,864 0.3 16,972 256,852 1.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 45,640 55,266

 ２ シンジケートローン 
   手数料

6,364 ─

 ３ 社債利息 2,041 ─

 ４ 為替差損 44,700 ─

 ５ その他 1,182 99,929 0.7 2,809 58,075 0.4

   経常利益 350,504 2.6 809,722 5.5

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 602 ─

 ２ 新株引受権戻入益 6,464 ─

 ３ 営業補償金 ※２ ― 7,066 0.0 130,000 130,000 0.9

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※３ 2,829 15,567

 ２ 店舗閉鎖損失 ※４ ― 2,829 0.0 119,571 135,139 0.9

   税引前当期純利益 354,741 2.6 804,583 5.5

   法人税、住民税及び 
   事業税

174,836 480,385

   法人税等調整額 △5,095 169,741 1.2 △88,178 392,206 2.7

   当期純利益 184,999 1.4 412,376 2.8

   前期繰越利益 85,900 135,930

   自己株式処分差損 ─ 43,806

   当期未処分利益 270,900 504,500



  

製造原価明細書 
  

 

(注) 
  

 

    （原価計算の方法） 

     当社の原価計算は、店舗別総合実際原価計算によっております。 

  
  

  

  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比

金額(千円)
構成比

（％） （％）

Ⅰ 材料費 3,708,043 30.4 4,068,497 30.9

Ⅱ 労務費 4,213,189 34.6 4,620,912 35.1

Ⅲ 経費 ※１ 4,257,564 35.0 4,476,566 34.0

  当期総製造費用 12,178,797 100.0 13,165,976 100.0

  期首仕掛品棚卸高 ─ ─

合計 12,178,797 13,165,976

  期末仕掛品棚卸高 ─ ─

  当期製品製造原価 12,178,797 13,165,976

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※１ 経費の内訳は、次のとおりであります。 ※１ 経費の内訳は、次のとおりであります。

地代家賃 1,580,564千円 地代家賃 1,670,672千円

減価償却費 685,549千円 減価償却費 760,566千円

水道光熱費 677,620千円 水道光熱費 708,647千円

備品消耗品費 533,794千円 備品消耗品費 516,355千円

その他 780,036千円 その他 820,325千円

計 4,257,564千円 計 4,476,566千円



③ 【利益処分計算書】 

  

 
  

前事業年度
（取締役会決議日
平成17年２月10日）

当事業年度 
(取締役会決議日
平成18年２月９日）

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 270,900 504,500

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 34,970 35,448

 ２ 任意積立金

  (1) 別途積立金 100,000 134,970 300,000 335,448

Ⅲ 次期繰越利益 135,930 169,051



重要な会計方針 

  

項目
前事業年度

(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 有価証券の評価基準及び
評価方法

子会社株式
  移動平均法による原価法によって
おります。
その他有価証券
 時価のあるもの
   決算日の市場価格等に基づく時
価法によっております。(評価差
額は全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により
算定)

子会社株式
同左

その他有価証券
時価のあるもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及
び評価方法

原材料
  先入先出法による原価法によって
おります。

原材料
同左

貯蔵品
  最終仕入原価法による原価法によ
っております。

貯蔵品
同左

３ デリバティブの評価基準 時価法によっております。 同左
４ 固定資産の減価償却の方
法

有形固定資産
  定率法によっております。
  ただし、平成10年４月１日以降取
得の建物(建物付属設備を除く)は定
額法によっております。
  なお、定期借地権契約による借地
上の建物・構築物については、定期
借地権の残存期間を耐用年数とし、
残存価額を零とした定額法によって
おります。
  また、主な耐用年数は以下のとお
りであります。
建物 10～41年
構築物 15～20年
工具器具及び備品 ３～６年

有形固定資産
同左

無形固定資産
  定額法によっております。
  なお、自社利用のソフトウェアに
ついては、社内における利用可能期
間(５年)に基づく定額法によってお
ります。

無形固定資産
同左

長期前払費用
  均等償却をしております。

長期前払費用
同左

５ 繰延資産の処理方法 社債発行差金
  商法施行規則の規定に基づき社債
の償還期限による均等償却によって
おります。

─────────

６ 引当金の計上基準 貸倒引当金
  債権の貸倒損失に備えるため、一
般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しておりま
す。
  なお、当事業年度末において回収
不能見込額がないため、貸倒引当金
は計上しておりません。

貸倒引当金
同左

退職給付引当金
  従業員の退職給付に備えるため、
当事業年度末における退職給付債務
の見込額に基づき、当事業年度末に
おいて発生していると認められる額
を計上しております。

─────────

退職給付引当金
同左

店舗閉鎖損失引当金
 将来の店舗閉鎖に伴い、発生する
と見込まれる損失額を計上しており
ます。



 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

７ ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

  金利スワップ取引については、特

例処理の要件を満たしている場合に

は特例処理によっております。

ヘッジ会計の方法

同左

 

 

ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段 金利スワップ

 ヘッジ対象 借入金

ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

ヘッジ方針

  借入金の利息相当額の範囲内で市

場金利変動リスクを回避する目的で

行っております。

ヘッジ方針

同左

ヘッジの有効性評価の方法

  原則として、ヘッジ手段の変動額

の累計額とヘッジ対象の変動額の累

計額を比較して有効性を判定してお

ります。

  特例処理によっている金利スワッ

プ取引は、有効性の判定を省略して

おります。

ヘッジの有効性評価の方法

同左

 

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左



(表示方法の変更) 

  

 
  

  

(追加情報） 

 
  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

（貸借対照表）

─────────────

 

 

 

（貸借対照表）

  前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表

示しておりました「未収入金」（前事業年度13,959

千円）につきましては、総資産の100分の1を超える

こととなったため、区分掲記しております。

 （損益計算書）    (損益計算書）

  前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「債務消滅益」（前事業年度

4,344千円）につきましては、営業外収益の100分の

10を超えることとなったため区分掲記しておりま

す。

  前事業年度まで区分掲記しておりました「債務消

滅益」（当事業年度6,116千円）につきましては、営

業外収益の100分の10以下となったため、営業外収益

の「その他」に含めて表示しております。 

 また「シンジケートローン手数料」（当事業年度

199千円）につきましては、営業外費用の100分の10

以下となったため、営業外費用「その他」に含めて

表示しております。

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

─────────────  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16

年４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課

税制度が導入されたことに伴い、当事業年度から

「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算

上の表示についての実務上の取扱い」（平成16年２

月13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12

号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割につ

いては、販売費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費が39,891千円増

加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が

39,891千円減少しております。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成16年12月31日)

当事業年度
(平成17年12月31日)

※１  下記のとおり債務の担保に供しております。

   担保資産

建物 800,013千円

土地 1,912,340千円

合計 2,712,354千円

※１  下記のとおり債務の担保に供しております。

   担保資産

建物 767,434千円

土地 1,912,340千円

合計 2,679,775千円

 

   債務の内容

１年以内返済予定長期借入金 861,216千円

長期借入金 1,407,392千円

合計 2,268,608千円

 
 

   債務の内容

１年以内返済予定長期借入金 728,784千円

長期借入金 1,103,608千円

合計 1,832,392千円

 

※２ イ 会社が発行する 
     株式の総数

普通株式 16,896,000株

   ロ 発行済株式の総数 普通株式 7,056,000株

※２ イ 会社が発行する
     株式の総数

普通株式 16,896,000株

   ロ 発行済株式の総数 普通株式 7,096,400株

※３ 配当制限

   有価証券の時価評価により、純資産額が9,209千

円増加しております。

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されており

ます。

※３ 配当制限

   有価証券の時価評価により、純資産額が16,029千

円増加しております。

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されており

ます。

※４ 自己株式の保有数

普通株式 61,910株

※４ 自己株式の保有数

普通株式 6,640株

 ５ 当社においては、運転資金及び設備資金の効率

的、機動的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸

越契約及び取引銀行２行とシンジケートローン契約

を締結しております。

   当事業年度末における当座貸越契約及びシンジケ

ートローン契約に係る借入未実行残高等は次のとお

りであります。

当座貸越極度額の総額 1,900,000千円

シンジケートローン極度額 1,700,000千円
借入実行残高 1,700,000千円

合計 1,900,000千円

 

 ５ 当社においては、運転資金及び設備資金の効率

的、機動的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸

越契約を締結しております。

   

 当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未

実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 1,900,000千円
借入実行残高 ─ 千円

合計 1,900,000千円

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※１ うち関係会社受取利息        3,995千円

─────────────

※１ うち関係会社受取利息        12,072千円

※２ 営業補償金は店舗の閉鎖に伴う営業補償でありま

す。

 

※３ 固定資産除却損

建物 222千円

工具器具及び備品 2,607千円

合計 2,829千円

─────────────
 

※３ 固定資産除却損

建物 14,603千円

工具器具及び備品 963千円

合計 15,567千円

※４ 店舗閉鎖損失はラ・ボエム１店舗、ゼスト１店

舗、権八１店舗、パスタジオ２店舗の閉鎖に伴うもの

です。



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前事業年度(平成16年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当事業年度(平成17年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

該当事項はありません。 同左



(税効果会計関係) 

  

 
  

  

前事業年度 
(平成16年12月31日)

当事業年度
(平成17年12月31日)

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 繰延税金資産

  退職給付引当金損金算入限度
  超過額

19,360千円

  投資有価証券評価損否認 27,133千円

  事業所税否認 9,490千円

  未払賞与否認 30,133千円

  減価償却超過額 29,446千円

  その他 17,627千円

   繰延税金資産小計 133,191千円

   評価性引当金 △27,133千円

   繰延税金資産合計 106,058千円

 繰延税金負債

  その他有価証券評価差額金 △6,321千円

   繰延税金負債合計 △6,321千円

   繰延税金資産の純額 99,737千円

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

 退職給付引当金損金算入限度
 超過額

23,127千円

 投資有価証券評価損否認 2,594千円

 事業所税否認 11,094千円

 未払賞与否認 62,913千円

 減価償却超過額 32,781千円

 未払事業税否認 38,360千円

 店舗閉鎖損失引当金否認 17,131千円

 その他 8,829千円

  繰延税金資産小計 196,831千円

  評価性引当金 △2,594千円

  繰延税金資産合計 194,236千円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △11,002千円

  繰延税金負債合計 △11,002千円

  繰延税金資産の純額 183,234千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 42.0％

 (調整)

  留保金課税 3.0％

  住民税均等割 3.9％

  設備投資減税額 △1.7％

  その他 0.6％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.8％
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

 留保金課税 6.2％

 住民税均等割 2.2％

 設備投資減税額 △0.2％

 その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.8％



(１株当たり情報) 
  

 
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１株当たり純資産額 910円38銭 960円55銭

１株当たり当期純利益 26円45銭 58円64銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
26円38銭 58円50銭

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

損益計算書上の当期純利益 184,999千円 412,376千円

普通株式に係る当期純利益 184,999千円 412,376千円

普通株主に帰属しない金額 ― ─

普通株式の期中平均株式数 6,994,651株 7,032,234株

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益の算定に用いられた普通

株式増加数の主要な内訳

 

 

 

 

 新株予約権 19,432株 16,380株

普通株式増加数 19,432株 16,380株



  

 
(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に含まれなかった潜

在株式の概要  

 

 

 

①新株引受権
 株主総会の決議日
  平成14年３月20日
  普通株式 39,600株

②新株予約権
 株主総会の決議日
  平成16年３月28日
 取締役会の決議日
  平成16年６月28日
  新株予約権 1,842個

 取締役会の決議日
  平成16年８月11日
  新株予約権 112個

  なお、これらの詳細は第４

提出会社の状況、１ 株式等

の状況、(２)新株予約権等の

状況に記載しております。

③旧商法第210条ノ２第２項の

規定に基づき自己株式を買い

付ける方法によるストックオ

プション

  これらの定時株主総会決議

の日、株式の種類、株式の数

および譲渡価額は以下のとお

りであります。

  平成13年３月29日

  普通株式 16,800株

1,439円

 

 

①新株引受権
株主総会の決議日
 平成14年３月20日
  普通株式 20,900株

②新株予約権
株主総会の決議日
 平成17年３月20日
取締役会の決議日
 平成17年10月27日
  新株予約権 76個

  なお、これらの詳細は第４

提出会社の状況、１ 株式等

の状況、(２)新株予約権等の

状況に記載しております。



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

投資有価証券 その他有価証券
株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャ
ル・グループ

19.22 30,752

計 19.22 30,752



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注)１ 当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。 

 
  ２ 当期償却額のうち、767,926千円は製造原価に、24,407千円は販売費及び一般管理費に含まれております。 

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 7,275,754 582,439 133,650 7,724,543 3,750,292 584,576 3,974,250

 構築物 89,665 4,685 530 93,820 37,122 7,176 56,697

 車両運搬具 2,976 ─ ─ 2,976 2,409 265 567

 工具器具及び備品 1,368,126 148,489 23,750 1,492,866 1,005,501 174,812 487,364

 土地 1,912,340 ─ ─ 1,912,340 ─ ─ 1,912,340

 建設仮勘定 ─ 620,878 523,069 97,808 ─ ─ 97,808

有形固定資産計 10,648,863 1,356,492 681,000 11,324,355 4,795,326 766,830 6,529,028

無形固定資産

 ソフトウェア 88,879 2,848 550 91,177 42,110 17,647 49,067

 ソフトウェア仮勘定 2,205 28,612 ─ 30,817 ─ ─ 30,817

 電話加入権 10,575 ─ ─ 10,575 ─ ─ 10,575

 その他 1,233 ─ ─ 1,233 386 81 846

無形固定資産計 102,892 31,461 550 133,803 42,497 17,729 91,306

長期前払費用 47,116 8,110 17,892 37,334 23,693 7,774 13,641

 建物

 ラ・ボエム クアリタ渋谷 内装等工事 166,795千円

 権八天神 内装等工事 232,258千円

 ラ・ボエム クアリタ天神 内装等工事 164,530千円

工具器具及び備品

 ラ・ボエム クアリタ渋谷 厨房器具等備品 36,870千円

 権八天神 厨房器具等備品 47,649千円

  ラ・ボエム クアリタ天神 厨房器具等備品 42,468千円

建設仮勘定

 ラ・ボエム クアリタ渋谷 工事に伴う増加 79,047千円

 権八天神 工事に伴う増加 195,064千円

 ラ・ボエム クアリタ天神 工事に伴う増加 283,845千円

ソフトウェア仮勘定

 本社 人事システムに伴う増加 28,612千円



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 発行済株式の当期増加は、新株予約権（ストックオプション）の権利行使によるものであります。 

２ 資本金及び資本準備金の当期増加額は、新株予約権（ストックオプション）の権利行使に伴う払込金24,754

千円のうち、それぞれ12,377千円を組入れたことによるものであります。 

３ 任意積立金の当期増加額は、第32期の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

  

 
（注）店舗閉鎖損失引当金は、ラ・ボエム1店舗、ゼスト1店舗、モンスーン1店舗、パスタジオ1店舗の閉鎖予定に伴

うものであります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(千円) 1,205,000 12,377 ― 1,217,377

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (注)１ (株) (7,056,000) (40,400) (―) (7,096,400)

普通株式 (注)２ (千円) 1,205,000 12,377 ― 1,217,377

計 (株) (7,056,000) (40,400) (―) (7,096,400)

計 (千円) 1,205,000 12,377 ― 1,217,377

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

(資本準備金) 
 株式払込剰余金(注)２

 
(千円) 1,860,000 12,377 ─ 1,872,377

計 (千円) 1,860,000 12,377 ─ 1,872,377

利益準備金及び 
任意積立金

(利益準備金) (千円) 8,614 ― ― 8,614

(任意積立金)
 別途積立金 (注)３

 
(千円) 3,100,100 100,000 ― 3,200,100

計 (千円) 3,108,714 100,000 ― 3,208,714

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

店舗閉鎖損失引当金 ─ 42,091 ─ ─ 42,091



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

 
  

(ロ)売掛金滞留状況 
  

 
(注) 上記金額には消費税等の額が含まれております。 

  

区分 金額(千円)

現金 165,927

預金の種類

 当座預金 666,917

 普通預金 371,001

 別段預金 284

 定期積金 200,000

 定期預金 560,186

計 1,798,390

合計 1,964,317

相手先 金額(千円)

アメリカン・エキスプレス・インターナショナル,Inc.
97,699

三井住友カード株式会社
97,317

ソニー企業株式会社 74,585

株式会社イクスピアリ 44,826

株式会社ジェーシービー 28,504

その他35件 109,696

合計 452,629

期首残高(千円) 
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

期末残高(千円)
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

407,059 6,120,136 6,074,566 452,629 93.1 25.6



ハ 原材料 

  

 
  

ニ 貯蔵品 

  

 
  

ホ 関係会社株式 

  

 
  

品目 金額(千円)

酒類 67,168

乾物類 13,568

肉類 10,722

野菜類 5,381

魚類 4,961

乳製品類 4,383

葉巻・小物類 3,632

米・パン類 2,798

その他 64,590

合計 177,206

品目 金額(千円)

包材 10,476

その他 2,873

合計 13,350

銘柄 金額(千円)

(子会社株式)

グローバルダイニング，インク．オブ カリフォルニア 1,662,730

合計 1,662,730



ヘ 関係会社長期貸付金 

  

 
  

ト 差入保証金 

  

 
  

相手先 金額(千円)

グローバルダイニング，インク．オブ カリフォルニア 692,973

合計 692,973

区分 金額(千円)

店舗 1,610,534

事務所 25,637

その他 2,702

合計 1,638,873



② 負債の部 

イ 買掛金 

  

 

 
ロ １年以内返済予定長期借入金 

  

 
  

ハ 未払金 

  

 
  

相手先 金額(千円)

株式会社三井食品 88,433

日本ジェノス株式会社 82,497

株式会社カクヤス 63,000

株式会社戸塚 48,770

株式会社ユタカミート 22,293

その他94件 219,495

合計 524,491

相手先 金額(千円)

株式会社三井住友銀行 500,000

 株式会社ＵＦＪ銀行 468,784

株式会社りそな銀行 222,400

株式会社東京三菱銀行 200,000

株式会社百十四銀行 32,000

合計 1,423,184

相手先 金額(千円)

安藤建設株式会社 263,025

株式会社丹青社 115,850

株式会社フジマック 77,490

株式会社三井食品 15,882

東芝テック株式会社 10,115

その他210件 163,264

合計 645,628



ニ 未払費用 

  

 
  

  

ホ 長期借入金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

区分 金額(千円)

給与 433,016

賞与 154,577

水道光熱費 52,134

社会保険料 40,426

その他 42,269

合計 722,425

相手先 金額(千円)

株式会社ＵＦＪ銀行 1,268,608

 株式会社りそな銀行 773,300

株式会社三井住友銀行 675,000

株式会社東京三菱銀行 150,000

株式会社百十四銀行 112,000

合計 2,978,908



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注)１決算公告については、当社ホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を掲載しております。 

(ホームページアドレス http://www.global-dining.com/) 

  ２平成18年３月19日開催の第33回定時株主総会において定款の一部変更を決議し、公告の方法を電子公告に変更

いたしました。ただし、不測の事態により電子公告できない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。 

(公告のホームページアドレス http://www.global-dining.com/) 

決算期 12月31日

定時株主総会 毎決算期の翌日から３カ月以内

基準日 毎決算期現在

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券

中間配当基準日 ６月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
 住友信託銀行株式会社 証券代行部

  代理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
 住友信託銀行株式会社 証券代行部

  代理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店

  買取手数料

 

株式の売買の委託に係る手数料相当額として、１単元当たりの金額を下記算式により
算定し、これを買取った単元未満株式の数で按分した金額
(算式) １株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち

100万円以下の金額 1.150％
100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900％
500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％
1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％
3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％
(円未満の端数を生じた場合は切り捨てる。)
ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円と
する。

公告掲載新聞名 日本経済新聞

株主に対する特典

１ 対象株主
   毎年12月末及び６月末日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録され

た株主を対象とします。
２ 贈呈基準
   500株以上所有の株主に対し、15％割引の株主優待証を１枚贈呈いたします。
３ 利用方法
   当社直営店舗の店頭において、株主優待証と身分証明証の提示により、会計料

金の15％を割引いたします。(会計の際、伝票にご署名いただきます。)
   株主優待証のご利用は株主名義人本人のご利用に限ります。また、第三者への

貸与、譲渡は、有償・無償を問わずできません。 
同伴者も一括払いにて同様の扱いとします。（回数制限なし）

４ 利用上の制限
   ランチメニューと貸切パーティー、ウェディングは除きます。また、各種割引

及びクーポン券類との併用もできません。 
当社直営店舗でないデパート等の催事販売、通信販売、オンラインショッピン
グ等は対象外となります。 
株主優待証の紛失、盗難、滅失などの責任は負いかねます。また、再発行もい
たしません。

５ 有効期間
   12月31日基準の株主   翌年４月１日から９月30日までの６カ月間有効
   ６月30日基準の株主   10月１日から翌年３月31日までの６カ月間有効



第７ 【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社に、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第32期)

自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日

平成17年３月23日 
関東財務局長に提出。

(2) 半期報告書 (第33期中) 自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日

平成17年９月28日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 

 

  

平成17年３月20日

株式会社 グローバルダイニング 

代表執行役社長 長谷川 耕造殿 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社グローバルダイニングの平成16年１月１日から平成16年12月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社グローバルダイニング及び連結子会社の平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

 

  

清明監査法人

代表社員
関与社員

公認会計士  今  村     了  ㊞

代表社員
関与社員

公認会計士  今  村     敬  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

 

  

平成18年３月19日

株式会社 グローバルダイニング 

代表執行役社長 長谷川 耕造殿 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社グローバルダイニングの平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社グローバルダイニング及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

 

  

清明監査法人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士  今  村     了  ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士  今  村     敬  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

 

  

平成17年３月20日

株式会社 グローバルダイニング 

代表執行役社長 長谷川 耕造殿 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社グローバルダイニングの平成16年１月１日から平成16年12月31日までの第32期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社グローバルダイニングの平成16年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

 

  

清明監査法人

代表社員
関与社員

公認会計士  今  村     了  ㊞

代表社員
関与社員

公認会計士  今  村     敬  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

 

  

平成18年３月19日

株式会社 グローバルダイニング 

代表執行役社長 長谷川 耕造殿 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社グローバルダイニングの平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第33期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社グローバルダイニングの平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

 

  

清明監査法人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士  今  村     了  ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士  今  村     敬  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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